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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第１期は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため、第３期は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失のため、記載していな

い。 

４ 第１期は、会社設立に伴い６ヶ月決算となっている。 

５ 第４期（平成17年８月23日）に普通株式10株を１株とする株式併合を行っている。 

６ 純資産額の算定にあたり、第５期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用している。 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 220,964 303,239 319,588 323,830 351,288 

経常利益 (百万円) 782 5,245 4,036 5,720 8,776 

当期純利益又は 

当期純損失（△） 
(百万円) △15,291 508 △145,206 102,144 7,845 

純資産額 (百万円) △3,673 28,023 △119,240 27,074 28,591 

総資産額 (百万円) 398,675 380,811 267,621 224,686 241,823 

１株当たり純資産額 (円) △18.37 △9.88 △746.36 △33.11 △35.58 

１株当たり当期純利益又は 

１株当たり当期純損失（△） 
(円) △76.46 2.54 △726.15 482.88 15.33 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
(円) － 0.59 － 428.65 15.28 

自己資本比率 (％) △0.9 7.4 △44.6 12.0 11.1 

自己資本利益率 (％) △371.0 4.2 － － 29.2 

株価収益率 (倍) － 47.2 － 2.0 29.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 43,097 8,615 6,658 3,617 11,230 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 15,305 △2,808 8,795 519 394 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △81,793 △12,277 △12,208 28,728 △9,175 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
(百万円) 20,008 13,271 16,476 49,794 52,364 

従業員数 

（ほか、平均臨時雇用者数） 
(人) 3,561 3,309 

3,150 

(484) 

2,968 

(495) 

3,048 

(512) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第１期は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため、第３期は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失のため記載していない。

４ 第１期は、会社設立に伴い６ヶ月決算となっている。 

５ 第４期（平成17年８月23日）に普通株式10株を１株とする株式併合を行っている。 

６ 純資産額の算定にあたり、第５期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用している。 

７ 配当性向は、当期普通株式配当金総額（普通株式の配当金総額およびＣ種優先株式の参加条項による優先配

当金総額）を、当期純利益から当期優先株式配当金総額（Ｃ種優先株式の参加条項による優先配当金総額は

除く）を控除した金額で除して算出している。 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 199,717 277,224 293,135 283,510 309,398 

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △299 5,051 4,213 4,585 8,185 

当期純利益又は 

当期純損失（△） 
(百万円) △14,336 964 △142,984 101,448 8,826 

資本金 (百万円) 10,000 25,000 25,000 14,000 14,000 

発行済株式総数 (株) 200,000,000 275,000,000 275,000,000 88,888,890 74,888,890 

純資産額 (百万円) △4,431 28,533 △116,335 26,457 26,872 

総資産額 (百万円) 357,090 344,031 237,301 204,520 221,588 

１株当たり純資産額 (円) △22.16 △7.33 △731.82 △34.68 △35.25 

１株当たり配当額 (円) 0.00 0.00 0.00 1.00 1.00 

（内１株当たり中間配当額） (円) (－) (－) (－) (0.00) (0.00) 

１株当たり当期純利益又は 

１株当たり当期純損失（△） 
(円) △71.69 4.82 △715.04 479.53 17.84 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
(円) － 1.11 － 425.67 17.78 

自己資本比率 (％) △1.2 8.3 △49.0 12.9 12.1 

自己資本利益率 (％) △512.5 8.0 － － 33.1 

株価収益率 (倍) － 24.9 － 2.0 25.0 

配当性向 (％) － － － 0.4 5.6 

従業員数 

（ほか、平均臨時雇用者数） 
(人) 2,736 2,386 

2,281 

(484) 

2,076 

(467) 

2,176 

(494) 



２【沿革】 

 当社は、株式会社ＡＣリアルエステート（旧商号：株式会社フジタ）が、平成14年10月１日に分割型分割（混合

型）による新設分割を行ったことにより、建設事業部門の承継会社として設立された。 

 設立後の主な変遷は次のとおりである。 

平成14年10月 株式会社ＡＣリアルエステート（旧商号：株式会社フジタ）の会社分割により建設事業部門の承

継会社として設立。同時に連結子会社18社、関連会社６社の新フジタグループを承継した。 

平成14年10月 建設業許可「国土交通省許可（特－14）第19796号」ならびに宅地建物取引業者免許「国土交通

省(1)第6348号」を取得。 

平成14年10月 東京証券取引所市場第二部上場。 

平成15年６月 定款の一部を変更し、事業目的に土壌汚染の状況調査および除去等に関する業務を追加した。 

平成15年10月 藤田（上海）建設工程有限公司を設立。（現連結子会社） 

平成17年８月 建設関連不動産販売事業部門を会社分割し、新設した株式会社ジー・シー・リアルエステートに

承継させた。 

平成17年９月 株式取得により、フジタビルメンテナンス株式会社を連結子会社化。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社、子会社12社および関連会社４社で構成され、建設事業および開発事業を主な事業の内容と

している。 

 当社グループの事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであり、事業の種類

別セグメントと同一の区分である。 

建設事業 

 当社および連結子会社であるフジタ道路㈱、藤田（上海）建設工程有限公司等、関連会社の藤友工業㈱が建設工事

の受注・施工を行っており、当社は工事の一部を関係会社に発注している。 

開発事業 

 当社は開発事業を行っている。連結子会社の㈱エフ・ティー・シー大分は不動産の賃貸を主な事業としている。 

その他の事業 

 連結子会社である藤田商事㈱は建設資材の売買を行っており、当社はその一部を購入している。連結子会社である

㈱テクノマテリアルは建設仮設機材のリースおよびＰＣ（※）製品の製造販売を行っており、当社はその一部を購

入・賃借している。連結子会社である㈱ＦＢＳはコンピュータによる委託業務処理およびソフトウェアの開発を事業

目的としている。連結子会社であるフジタビルメンテナンス㈱は建物管理業、リニューアル事業を主な事業目的とし

ている。 

 （注）※「Precast Concrete」の略。あらかじめ成型しておき、現場で組み立てる鉄筋コンクリート部品、部材。 



 事業の系統図は次のとおりである。 

 （注） 関係会社の一部は複数の事業を行なっており、上記区分は代表的な事業内容により記載している。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。ただし、親会社である(有)フジ

タ・ホールディングスを除く。 

２ 当連結会計年度末において有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はない。 

３ ◎は特定子会社に該当する。 

４ (有)フジタ・ホールディングスと当社ならびに上記連結子会社との間に重要な取引は発生していない。 

５ 合同会社ＨＤ１の持分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものである。 

６ 議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数である。 

７ 外貨については、次の略号で表示している。RMB＝中国人民元、PHP＝フィリピン・ペソ、US$＝アメリカ・

ドル 

名称 住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

主要な事業 
の内容 

議決権の所有 
（被所有）割合 

関係内容 

所有割合 
（％） 

被所有 
割合

（％） 

役員の 
兼任 

資金援助 
営業上
の取引 

設備の 
賃貸借 

（親会社）                   

（有）フジタ・ 

    ホールディングス 
東京都港区 3 

有価証券の 

取得及び保有 
－ 46.3 あり － － － 

（連結子会社）                   

フジタ道路㈱ 東京都中央区 550 建設事業 63.1 － － － あり － 

藤田（上海）建設工程 

        有限公司 
中国上海市 

千RMB 

60,857 
建設事業 100.0 － － － あり － 

フジタフィリピン 

   コンストラクション 

フィリピン 

マニラ 

千PHP 

4,060 
建設事業 100.0 － － － あり － 

㈱エフ・ティー・シー大分

◎ 
大分市 3,600 開発事業 

43.1 

(0.6)
－ あり あり あり － 

合同会社ＨＤ１ 東京都港区 1 開発事業 － － － － あり － 

藤田商事㈱ 東京都千代田区 400 その他の事業 100.0 － － あり あり あり 

㈱テクノマテリアル 東京都千代田区 53 その他の事業 100.0 － － － あり あり 

㈱ＦＢＳ 東京都渋谷区 50 その他の事業 100.0 － － － あり － 

㈱高環境エンジニアリング 東京都渋谷区 50 その他の事業 100.0 － － － あり － 

フジタビルメンテナンス㈱ 東京都渋谷区 30 その他の事業 100.0 － － あり あり － 

フジタリサーチ 米国ネバダ州 
千US$ 

600 
その他の事業 100.0 － － － あり － 

（持分法適用関連会社）                   

藤友工業㈱ 東京都武蔵野市 48 建設事業 22.0 － － － あり － 

㈱エフ・ティー・シー 

       ホテル開発 
大分市 950 その他の事業 

11.3 

(11.3)
－ － － あり － 

㈱アルパーク 広島市西区 110 その他の事業 20.0 － － － あり － 

中国生コンクリート㈱ 広島市南区 80 その他の事業 
47.5 

(47.5)
－ － － あり － 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む）である。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当連結会計年度における平均雇用人員数である。 

３ 臨時従業員数には、主に提出会社の有期雇用契約者を含み、派遣社員を除いている。 

(2）提出会社の状況 

① 従業員数、平均年齢、平均勤続年数および平均給与年額 

 （注）１ 従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）である。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当事業年度における平均雇用人員数である。 

３ 臨時従業員数には、有期雇用契約者を含み、派遣社員を除いている。 

４ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでいる。 

② 労働組合の状況 

 フジタ職員組合と称し、平成19年３月末現在の組合員数は1,500名であり、結成以来円満に推移しており特記

すべき事項はない。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

建設事業 
2,678 

（479） 

開発事業 
49 

（  3） 

その他の事業 
264 

（ 17） 

共通 
57 

（ 13） 

合計 
3,048 

（512） 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

2,176 

（494） 
44.7 20.9 7,136,100 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業収益や内外の堅調な需要を背景に設備投資が増加し、雇用者

所得の緩やかな伸びを背景に、個人消費も底堅く推移するなど、景気は緩やかな拡大が続いた。 

 建設業界においては、民間建設投資は設備投資の増加が続き住宅建設も底堅く推移するものの、政府建設投資は

減少が続いた。熾烈な受注競争などもあり、経営環境は引き続き厳しい状況で推移した。 

 このような状況のもとで当社グループは、「新中期経営計画」に基づき、選択と集中の実践による収益基盤の強

化を基本方針とし、当社グループの主力である民間建築分野の強化を図った。 

 以上の結果、当連結会計年度の業績については、売上高3,513億円（前期比8.5％増）となり、営業利益は97億円

（前期比22.4％増）、経常利益は88億円（前期比53.4％増）、当期純利益は78億円（前期比92.3％減）となった。

 事業の種類別セグメントの業績については、次のとおりである。 

（建設事業） 

 受注高は3,073億円（前期比4.2％増）となった。このうち主な建設事業会社である当社の受注高は、主力である

国内民間建築工事が増加したことにより、2,789億円（前期比3.9％増）となった。その内訳は、建築2,294億円

（前期比11.1％増）、土木496億円（前期比20.0％減）である。 

 売上高は3,241億円（前期比7.6％増）となった。これは主に当社の国内民間建築工事の売上高が増加したことに

よるものである。営業利益は、建築工事の採算が改善したことにより、90億円（前期比9.1％増）となった。 

（開発事業） 

 主に当社の得意とする等価交換事業等の不動産取引が好調であったことにより、売上高は162億円（前期比

28.6％増）、営業利益は27億円（前期比53.0％増）となった。 

（その他の事業） 

 連結子会社における不動産管理事業の売上高が増加したことにより、売上高は110億円（前期比10.3％増）、営

業利益は５億円（前期比139.1％増）となった。 

 当社株式については、前連結会計年度の末日において、少数特定者持株数比率が75％を超えていたため、株式会

社東京証券取引所の株券上場廃止基準に該当し、平成18年７月10日に「株式の分布状況」（株券上場廃止）に係る

猶予期間入り銘柄に指定された。 

 当社は、株券上場廃止基準への該当事由を解消するため、平成18年９月27日開催の臨時株主総会決議および同日

開催の取締役会決議に基づき、平成18年９月28日に特定の株主（有限会社フジタ・ホールディングスおよび株式会

社ＡＣリアルエステート）から自己の株式を14,000,000株取得し、消却した。 

 この結果、平成18年９月末日における少数特定者持株数比率は75％以下となり、平成18年10月26日に株式会社東

京証券取引所より猶予期間入り銘柄指定を解除された。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、112億円の収入（前期：36億円の収入）となった。税

金等調整前当期純利益76億円、仕入債務の増加124億円および未成工事受入金の増加70億円等による収入があった

ものの、売上債権の増加77億円および未成工事支出金の増加19億円等による支出があったことが主な要因となって

いる。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、連結範囲の変更を伴う関係会社株式の売却による収入７億円等により、

４億円の収入（前期：５億円の収入）となった。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払22億円および自己株式の取得による支出63億円等により、

92億円の支出（前期：287億円の収入）となった。 

 これらの結果、当連結会計年度において26億円の資金の増加となり、現金及び現金同等物の期末残高は524億円

（前期：498億円）となった。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループが営んでいる事業の大部分を占める建設事業および開発事業では生産実績を定義することが困難であ

り、建設事業においては請負形態をとっているため販売実績という定義は実態にそぐわない。 

 また、当社グループにおいては建設事業以外では受注生産形態をとっていない。 

 よって受注及び販売の状況については「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメントの業績に関連付け

て記載している。 

 参考のため提出会社の事業の状況は次のとおりである。 

 建設事業及び開発事業等における受注高（契約高）及び施工高の状況 

① 受注高、売上高、繰越高及び施工高 

 （注）１ 前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、当期受注高にその増減

額を含む。したがって当期売上高にもかかる増減額が含まれる。 

２ 次期繰越高の施工高は、支出金により手持高の施工高を推定したものである。 

３ 当期施工高は（当期売上高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高）に一致する。 

４ 開発事業等の受注高は、売上時点で成約があったものとみなして、売上高と同一の金額を計上している。 

５ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

② 受注工事高の受注方法別比率 

 工事の受注方法は、特命と競争に大別される。 

 （注） 百分比は請負金額比である。 

期別 種類別 
期首繰越高 
（百万円） 

当期受注高
（百万円）

計 
（百万円）

当期売上高
（百万円）

次期繰越高 

当期施工高
（百万円）手持高 

（百万円）

うち施工高 

（％） （百万円） 

前事業年度 

（自平成17年４月１日 

至平成18年３月31日） 

建設事業                 

建築 177,541 206,557 384,099 211,668 172,431 5.7 9,876 207,123 

土木 89,013 61,925 150,938 62,108 88,829 4.6 4,081 61,985 

計 266,554 268,483 535,037 273,776 261,261 5.3 13,958 269,108 

開発事業等 － 9,733 9,733 9,733 － － － － 

合計 266,554 278,217 544,771 283,510 261,261 5.3 13,958 269,108 

当事業年度 

（自平成18年４月１日 

至平成19年３月31日） 

建設事業                 

建築 172,431 229,385 401,817 232,697 169,119 7.1 11,967 234,788 

土木 88,829 49,561 138,391 61,679 76,712 5.6 4,263 61,860 

計 261,261 278,947 540,208 294,376 245,832 6.6 16,230 296,648 

開発事業等 － 15,022 15,022 15,022 － － － － 

合計 261,261 293,970 555,231 309,398 245,832 6.6 16,230 296,648 

期別 区分 特命（％） 競争（％） 計（％） 

前事業年度 

（自平成17年４月１日 

至平成18年３月31日） 

建築工事 66.7 33.3 100 

土木工事 48.6 51.4 100 

当事業年度 

（自平成18年４月１日 

至平成19年３月31日） 

建築工事 55.0 45.0 100 

土木工事 33.8 66.2 100 



③ 売上高 

(イ）完成工事高 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

２ 完成工事のうち主なものは、次のとおりである。 

前事業年度 請負金額20億円以上の主なもの 

当事業年度 請負金額20億円以上の主なもの 

３ 前事業年度、当事業年度ともに完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はない。 

(ロ）開発事業等売上高 

 開発事業等売上高については、総売上高に対する割合が100分の10を超えないため記載を省略した。 

④ 手持工事高（平成19年３月31日現在） 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

手持工事のうち請負金額25億円以上の主なもの 

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円） 

前事業年度 

（自平成17年４月１日 

至平成18年３月31日） 

建築工事 15,828 195,839 211,668 

土木工事 37,910 24,198 62,108 

計 53,739 220,037 273,776 

当事業年度 

（自平成18年４月１日 

至平成19年３月31日） 

建築工事 15,842 216,854 232,697 

土木工事 35,308 26,370 61,679 

計 51,150 243,225 294,376 

プロロジス埼玉三郷特定目的会社   プロロジスパーク三郷 

幕張シティ株式会社   （仮称）幕張ベイタウンＳＨ－３①街区新築工事 

医療法人 恒昭会   （仮称）青葉丘病院新築工事 

広島県   梶毛ダム本体工事 

鉄道建設・運輸施設整備支援機構   東北幹、八甲田Ｔ（尾形）他１、他２、他３ 

武蔵村山プロパティー特定目的会社   （仮称）ダイヤモンドシティ立川・武蔵村山 

          ショッピングセンター新築工事 

ヤマト運輸株式会社   ヤマト運輸株式会社 神奈川物流ターミナル新築工事 

株式会社テックエステート   ボートピア習志野新築工事 

アリアケジャパン株式会社   （仮称）アリアケジャパン第三工場新築工事 

横浜市交通局   高速鉄道４号線恩田川工区土木工事 

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円） 

建築工事 13,616 155,503 169,119 

土木工事 42,496 34,215 76,712 

計 56,113 189,719 245,832 

大崎駅西口中地区市街地再開発組合  大崎駅西口中地区第一種市街地再開発事

業に係る施設建築物新築工事 

平成21年９月完成予定

藤和不動産株式会社・ 

近鉄不動産株式会社・ 

大和ハウス工業株式会社 

（仮称）ハートアイランドＳＨＩＮＤＥＮ 

 Ｂ工区（I－３街区）新築工事 

平成20年３月完成予定

稲毛台住宅マンション建替組合 （仮称）稲毛台住宅施行再建マンション 

 新築工事 

平成20年２月完成予定

株式会社ギオン （仮称）株式会社ギオン 

 東日本物流ターミナル新築工事 

平成19年７月完成予定

有限会社ペガサスインベストメント （仮称）小山ゆうえんちハーヴェスト 

 ウォーク新築工事Ｂ・Ｃ・Ｄ工区 

平成19年７月完成予定



３【対処すべき課題】 

 当社グループは、「選択と集中の実践による収益基盤の強化」を基本方針として掲げ、当社グループの主力である

民間建築分野の中でも物流、工場等の特定セグメントに経営資源を集中し、営業力および技術力の強化を図ってい

る。また、当社の強みであるＶＥ（Value Engineering）活動の推進などによりコスト競争力の強化を図っている

す。 

 建設業界における競争はますます厳しくなることが想定されるが、当社グループは、今後とも収益基盤の強化に総

力をあげて取り組んでいく。 

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがある。なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在にお

いて判断したものである。 

(1）財政状態及び経営成績の変動に係るもの 

原材料価格等の動向について 

 原材料価格および労務費の動向が、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。当社グループは、主要

な事業セグメントである建設事業において、価格変動リスクに対応するために、請負契約後すみやかに鉄筋、鋼

材等の鉄鋼製品や生コン等の材料の調達単価および型枠工等の外注労務単価を確定させるよう努力している。 

海外工事について 

 当社グループでは、当社が主に韓国、香港等のアジア地域およびメキシコ等の中南米地域での建築・土木工事

を、連結子会社である藤田（上海）建設工程有限公司が中国での建築工事を中心として海外工事を行っている。

これらの国や地域において、景気の悪化、競争の激化、カントリーリスクの顕在化等の状況が生じた場合、当社

グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性がある。 

施工物の不具合について 

 当社グループが顧客に引き渡した施工物について、設計、施工、材料などの各面で、万一、重大な瑕疵があっ

た場合は、当社グループの業績や企業評価に影響を及ぼす可能性がある。当社グループは、継続的な施工教育の

実施や、ＩＳＯなどの品質管理手法を活用した施工管理の徹底により、品質の確保に努めている。 

工事災害の発生について 

 当社グループが施工中の工事において、万一、重大な事故が発生した場合は、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性がある。当社グループでは、安全教育や巡回指導などの安全衛生活動を継続的に実施し、重大災害の

発生防止に努めている。 

法的規制について 

 当社グループの事業は、建設業法、建築基準法、宅地建物取引業法、国土利用計画法、都市計画法、独占禁止

法等による法的規制を受けている。当社グループは、コンプライアンス体制の強化、推進に努めているが、万

一、これらの法的規制に違反するような事態が生じた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。

(2）特定の取引先等で取引の継続性が不安定であるものへの高い依存度ならびに特定の製品、技術等で将来性が不明

確であるものへの高い依存度について 

重点分野の強化について 

 当社グループは、「新中期経営計画」に基づき、「選択と集中の実践による収益基盤の強化」を基本方針とし

て掲げ、当社グループの主力である民間建築分野の中でも物流、工場等の特定セグメントに経営資源を集中し、

営業力および技術力の強化を図っているが、これらのセグメントには他の建設会社も今後成長が見込まれる分野

として力をいれており、競争の激化が予想される。しかしながら、当社グループは、これらのセグメントの強化

を継続的に推進し、これまで培ってきた豊富な経験・ノウハウ・実績を生かし、他社との差別化に取組んでい

る。 



技術センター施設について 

 当社グループでは、当社が建設事業に関連する研究開発を神奈川県厚木市所在の技術センター施設において行

っている。当該研究開発施設については賃貸施設のため、当社と貸主との間で長期の賃貸借契約を締結している

が、将来貸主との賃貸借契約の継続が困難となった場合には、当社の研究開発活動に影響を与えることとなり、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。 

開発関連プロジェクトについて 

 当社グループの手掛ける法定再開発事業等の開発関連プロジェクトにおいては、完成までに比較的長期間を要

するケースがあり、今後の経済状況や市場の動向によっては、プロジェクトの中断、凍結等の可能性がある。 

保留地引取リスクについて 

 当社グループでは、土地区画整理事業の業務代行契約等に基づき保留地等の不動産の引取を見込まれている物

件がある。当社グループでは、引取後の保留地等の不動産については、速やかに売却等処分して行く方針であ

り、処分によって見込まれる損失等については既に引当金を計上しているが、今後の不動産価格の動向、当該土

地区画整理事業の進捗状況等の変化により、処分価格が著しく変動した場合には、当社グループの業績や財政状

態に影響を及ぼす可能性がある。 

(3）訴訟について 

訴訟について 

 現在、当社を含む多数の建設会社を被告とする全国じん肺損害賠償請求事件が、各地の地方裁判所に提起さ

れ、審理中である。 

 訴訟の内容は、トンネル等の隧道工事に従事した作業員が、各工事において雇用していた建設会社等に対し

て、じん肺の罹患に対する損害賠償を求め、提起されたものである。 

(4）その他 

債務保証について 

 当社は、他の会社等の金融機関等からの借入金等に対し、債務保証を行っており、当連結会計年度末における

保証債務残高は68億円である。なお、当連結会計年度末において、保証履行等により当社の負担が発生する虞は

ないが、今後、他の会社等の財務状態が悪化し、その支払能力が低下した場合、保証履行等の当社の負担が生じ

る可能性がある。 

 保証債務の詳細は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1）連結財務諸表 注記事項（連結貸借対照

表関係）」に記載している。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はない。 



６【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発は、社会や顧客ニーズに迅速に対応すべく、建築・土木関連の基盤技術および環境関連技

術を軸に、総力を結集して推進している。また、技術センターおよび技術プロジェクトにおける研究開発活動は、基

礎・応用研究から新技術・新商品開発まで多岐にわたっており、官公庁や国内外の大学、異業種企業との共同研究に

も積極的に取り組み、効率的な実施により成果をあげている。 

 当連結会計年度における研究開発費は958百万円である。また、当社グループの当連結会計年度の主な研究開発内容

および成果は、次のとおりである。 

（建設事業） 

（1）建設技術 

①耐火被覆低減技術、国土交通大臣の一般認定を取得 

 当社、戸田建設株式会社、西松建設株式会社および株式会社間組の４社は、コンクリート充填鋼管構造柱に

吹付ける耐火被覆（吹付けロックウール）を、従来に比べ1/2以下の厚さにできる技術を確立し、国土交通大臣

認定（認定番号：FP060CN-0225～0228、FP120CN-0229～0232、FP180CN-0233～0236)を取得した。 

 今回確立した技術により、耐火被覆工事に係る資材を約50％減・工程を約40％減・コストを約30％減にする

ことが可能となった。また、耐火被覆の厚さが薄くなることで、オフィスビルやショッピングセンター等での

有効面積を増やすことができる。 

②場所打ちコンクリート杭施工法の技術審査証明を取得 

 当社は、高品質で耐震安全性の高い場所打ちコンクリート杭（ＥＤ杭）を築造する「Ｆ式ＥＤ工法」を開発

し（特許出願済み）、財団法人日本建築センターの建築技術審査証明を取得した。（BCJ-審査証明-97） 

 本工法は13～25現場での品質確認試験と５現場での杭の鉛直戴荷試験、および施工立会試験の結果をもとに

審査、確認されており、施工の品質を向上することにより顧客の信頼に応えるとともに、コンクリート余盛り

や杭頭心ずれの補強工事などを削減し、コストを抑制することができる。 

 今後当社は、本工法を全国的に普及展開し、安心・安全な建物を提供していく。 

③既製コンクリート杭の杭頭半剛接合工法の一般評定を取得 

 当社、ジャパンパイル株式会社および岡部株式会社は、既製コンクリート杭と建物基礎との接合部を半固定

状態にして地震時の杭の損傷を防ぐ、杭頭半剛接合工法「ＳＲパイルアンカー工法」を開発し、財団法人日本

建築センターの一般評定を取得した。（BCJ評定-FD0229-01） 

 本工法は、確認の難しい地震時の杭の損傷を防ぐ工法として信頼性が高く、基礎工事での施工の簡略化とコ

スト削減が可能である。今後、ＳＲパイルアンカー工法研究会を設立して、本工法を全国的に普及展開し、よ

り多くの顧客の信頼に応えていく。 

④地震対策への投資効果を説明するための地震リスク分析プログラムの開発 

 当社および独立行政法人建築研究所ら12機関は、建築物の地震リスク分析プログラムを共同開発した。この

プログラムには最新のリスク分析手法が組み込まれており、簡単なデータ入力のあと数分間で、建物の地震リ

スクを計算することができる。このリスク分析の結果に基づいて、新築建物の設計や既存建物の改修におい

て、地震対策への投資効果を説明できる。 

⑤免震装置の３時間耐火被覆構法、大臣認定を取得 

 当社は、積水化学工業株式会社と共同で、改正建築基準法による積層ゴム免震装置の３時間耐火被覆構法

「ＦＳ・ディフェンス」の国土交通大臣認定を他に先駆けて平成17年８月に取得し（認定番号：FP180CN-

0197）、大阪府寝屋川市で施工中の「（仮称）香里園駅前プロジェクト（住宅棟）新築工事」に設置した。な

お、従来法では免震装置を設置した階は利用できないことになっているが、今回当技術を適用した階は自転車

置き場として有効に使用される予定である。 

 今後当社は、新築をはじめ、耐震補強の非常に有効な手法の一つとしても、本工法を顧客、設計事務所等に

積極的に提案していく。 



⑥ローコスト食品工場「フーイック」を開発 

 当社は、株式会社芦田工務店と共同で、坪（3.3㎡）当たり55万円（標準モデルの首都圏価格、消費税別途）

のローコスト食品工場モデル（商品名：フーイック「ＦＯＯＩＯＫ」）を開発した。標準モデルは、法定床面

積1,060坪（3,507㎡）、一部２階建てで、HACCPやISO22000取得レベル対応の内部仕様（基本的な冷凍庫、冷蔵

庫設備を含む）や杭10ｍ、排水処理、外構工事一式を含んでおり、従来の同種工場と比較して約10～15％の低

コスト化を実現している。 

 食の安全に対する関心が高まる昨今、衛生面でハイレベルな施設整備にも対応した「フーイック」は、食品

分野全般への対応も可能であるが、当面は特に中食分野（弁当・惣菜・菓子・パン）を中心に営業展開してい

くとともに、今後両社は、工場適地の選定から設計・施工、HACCP／ISO22000などの認証取得支援、竣工後の従

業員衛生教育など、ハード・ソフト両面からの食品工場づくりを提供していく。 

⑦世界初 医療施設向け多機能低放射化コンクリートを実用化 

 当社は、従来の低放射化コンクリートと比べ1.7倍以上中性子遮蔽性能が高く、無収縮性も備えた「多機能低

放射化コンクリート」を独自開発し、長野市内で建設したＰＥＴ（がん検診等に用いる陽電子放射画像診断装

置、Positron Emission Tomography）画像診断施設に付帯した医療用小型サイクロトロン装置の放射線遮蔽体

として、世界で初めて実用化した。（特許出願済み） 

 材料の遮蔽性能向上に伴い、遮蔽壁や遮蔽床の厚さを低減できるため、建物内の有効スペースが広がり、無

収縮性を実現したことにより、ひび割れが入りにくく、充填コンクリートとしても使用できるなど、遮蔽体と

しての性能を十分に確保できる。今後も需要増大が見込まれるＰＥＴ関連施設や(重)粒子線がん治療施設をは

じめとする先端医療施設にこの技術を積極的に提案し、医療福祉施設の受注拡大を図る。さらに、将来発生が

懸念される放射性廃棄物の最小化にも貢献していく。 

（2）土木技術 

①大容量の掘削土を高効率に搬送するスクリュー式垂直揚土システムをシールド工事で日本初の実用化 

 当社は、泥土圧シールド工事から発生する大容量の掘削土を、省スペース、高効率で垂直搬送する「スクリ

ュー式垂直揚土システム」を構築し、横浜市緑区で施工した「高速鉄道４号線恩田川工区土木工事」におい

て、国内で初めて実用化した。（特許出願済み） 

 本工事において、都市土木工事での諸課題に本システムが対応可能であることが実証され、また、揚土高さ

も変更可能でかつ連続揚土できるシステムであるため、今後の大深度シールド工事への活用にも積極的に提案

していく。 

②米国マイクロストレイン社と業務提携 ワイヤレス計測システムで、建設とＩＴの融合を促進 

 当社と子会社の株式会社ＦＢＳは、米国マイクロストレイン社と業務提携契約を締結し、主として国内にお

ける土木・建築・環境およびその周辺分野の各種計測に関わる課題に対して各社の得意分野を生かし、最適化

されたワイヤレス計測システムを共同で開発していく。そのテスト運用として、当社は本技術を活用して「シ

ールドセグメント・リアルタイム・ワイヤレス計測システム（ＳＲＷ計測システム）」を開発し（特許出願済

み）、横浜市緑区で施工した「高速鉄道４号線恩田川工区土木工事」において実証試験を行った。本システム

は、シールド掘進時に生じる各セグメント（トンネルを構成する部材）の相対的な動きを、無線で連続計測す

るもので、データ送信用ケーブルが不要なため、センサーの設置方法を簡易化して回収・移動・設置作業が容

易となり、高品質なシールドトンネル建設の有用な施工管理ツールとして活用できる。 

 今後当社は、ワイヤレス計測システムを建設事業へ利活用し、構造物の品質向上や安全性向上などに貢献す

る。また、子会社の株式会社ＦＢＳと株式会社高環境エンジニアリングは、外販およびワイヤレス計測エンジ

ニアリング事業を展開していく予定である。 

③「『今年のロボット』大賞２００６」優秀賞を受賞 

 当社と国土交通省九州地方整備局九州技術事務所が共同で開発した遠隔操縦用建設ロボット「ロボＱ」が、

平成18年度創設された「『今年のロボット』大賞２００６」の「公共・フロンティアロボット部門」で優秀賞

を受賞した。ロボＱは運搬が容易であり、現地にある汎用の建設機械に搭載して無線操縦を可能にするロボッ

トで、国内に11台配備されており、平成18年６月に沖縄県中城村（ナカグスクソン）で発生した大規模な土砂

災害では、現場に派遣されたロボＱが二次災害の発生および被害の拡大防止などに貢献したことが高く評価さ

れたものである。 

 今後当社は、これまでに培ってきた無人化施工・遠隔操縦の技術・ノウハウを生かし、一般の建設生産現場

での作業環境の向上や安全衛生面での改善などへの「ロボＱ」の新たな展開も図っていく。 



（3）環境技術 

①さいたま市別所沼で消失したエビモなどの沈水植物を再生 複合型植生浮島浄化法(フェスタ工法)で水環境改

善に成功  

   当社が独自に開発した、湖沼の水の透明度を改善し、衰退または消失していたエビモやクロモなどの沈水植

物群落を水底に再生するための「複合型植生浮島浄化法（フェスタ工法）」の実証試験を、平成17年８月よ

り、さいたま市の別所沼で行った。独自調査の結果、アオコなどを１週間で約70％、１カ月で80％削減して透

明度が改善され、浮島周辺水底で沈水植物の生育・拡大を確認した。当試験は環境省平成17年度環境技術実証

モデル事業「湖沼等水質浄化技術分野」で採択され、実証機関である埼玉県環境科学国際センターが実施して

いるものである。本工法は直接的な水質改善だけでなく、水辺植生を再生し、生態系修復も含めた水環境全体

の改善にも役立つことが確認された。 

 当社は、これまでに湖沼などの「閉鎖性水域」の環境改善に有効な浄化技術を各種開発しており、今後もこ

れらの保有技術を組合わせることで、危機に瀕した湖沼の再生に有効な手法を開発していく。 

②浚渫土を「ＦＴマッドキラー」で土質改良して植生基盤に有効利用 環境負荷を抑え、ヨシ群落の再生に成功 

 当社は、財団法人琵琶湖・淀川水質保全機構と共同で、湖沼の浚渫土に「ＦＴマッドキラー」（当社が平成

11年に開発した製紙焼却灰から製造した土質改良材[国土交通省新技術番号：NETIS CB-010011]）を混合した改

良土で植生基盤を造成し、ヨシ群落を再生する実証実験を行った。本工法により、植生基盤の圧密沈下等の地

形変化を起こさず、窒素・リン等栄養塩の溶出を抑制し、水質や水生生物への悪影響がないなどの成果を得て

ヨシ群落の再生に成功した。 

③防雪柵に設置するマイクロ風車を用いた視野誘導灯システムを開発 

 当社、東京工芸大学工学部および青森県立柏木農業高等学校の３者は、青森県による平成17年度青森県小形

風力発電システム開発補助金を受け、マイクロ風車を応用した「既存の移動式防雪柵に設置可能な視野誘導灯

システム」を開発し、柏木農業高等学校に設置した。本システムは、防雪柵頂部に設置したマイクロ風車を用

いて制風を行い、同時に発電した電力によって、防雪柵の支柱に設置したＬＥＤの視野誘導灯の点灯／点滅／

消灯を行うものである。防雪柵は積雪地帯の国道や県道などの主要道路に広く設置されており、視野誘導灯シ

ステムは地吹雪時の安全走行に役立つ。 

 本研究開発により、今後青森県の地域性を活かし、既存インフラも有効利用した新エネルギーの利用技術の

普及を図っていく。 

④排気ガス浄化とヒートアイランド現象の緩和機能を併せ持つ舗装 「表面温度低減型」のフォトロード工法、

外構道路に初適用 

  当社と子会社のフジタ道路株式会社は、自動車排気ガス中の窒素酸化物（NOx）を処理する機能を持つ光触媒

舗装「フォトロード工法」に、ヒートアイランド現象を緩和する舗装表面温度低減化機能を併せ持たせた、

「表面温度低減型」フォトロード工法を開発し、当社の設計施工による物流施設「プロロジスパーク尼崎」

（尼崎市西向島）の外構道路に初めて適用した。標準型フォトロード工法に用いるコーティング材に遮熱性薬

剤（顔料の一種）を添加することにより、窒素酸化物の浄化能力は維持したまま、太陽光の赤外線成分を効率

よく反射して舗装表面温度の上昇を抑制する。室内での光照射表面温度測定試験では、一般密粒アスファルト

舗装の表面温度（60℃基準）に対して、最大12℃程度低減する結果を得ている。 

 今後、本技術を都心部での大気環境改善およびヒートアイランド現象抑制技術として、自動車排気ガスによ

る大気汚染などの交通公害が発生している幹線道路、高速道路など各種車道および建物外構等への適用によ

る、積極的な環境改善策として技術提案していく。 

⑤アブラナ科の植物（ハクサンハタザオ）がため池底泥土のカドミウム濃度を低減させる効果を確認 

 独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構農村工学研究所、当社技術センター、三菱マテリアル株式会

社総合研究所のグループは、アブラナ科の植物（ハクサンハタザオ）を利用したため池底泥土のカドミウム低

減効果を、実際のカドミウム含有土を用いたポット試験および屋外試験を行って確認した。本技術は、有害な

重金属であるカドミウムを含有しているため池底泥土等をリサイクルするための技術の一環として開発された

もので、カドミウムの吸収率が高いハクサンハタザオを用いて土壌中のカドミウムを吸収、低減、回収する方

法である。 

 今後、野外実証試験を継続し、長期的な土壌のカドミウム濃度の変化および回収作業のコスト評価を行い、

実用的な回収技術の完成を目指す。 

（開発事業およびその他の事業） 

研究開発活動は特段行われていない。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成19年３月31日）現在において当社グループが判断した

ものである。 

(1）重要な会計方針および見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

いる。当社グループは、以下の重要な会計方針が、当社グループの連結財務諸表の作成において使用される当社の

重要な判断と見積りに大きな影響を及ぼすと考えている。 

①収益の認識 

 当社グループの主要な事業セグメントである建設事業では、原則として工事進行基準により収益を認識してお

り、完成工事高に占める工事進行基準の割合は平成19年３月期において58.7％となっている。当社グループで

は、合理的な見積りに基づき収益を計上しているが、工事進行基準の見積りには、工事総原価、ならびに工事進

行程度等、多くの見積作業を要する。特に、工事施工中の会計期間において収益計上に採用した工事総原価は、

工事完成時に確定する工事総原価とは異なる場合がある。 

 なお、受注工事に係る将来の損失に備えるため、手持工事のうち重要な損失の見込まれるものについて、その

損失見込額を工事損失引当金として計上している。 

②たな卸資産 

 当社グループのたな卸資産のうち販売用不動産の当連結会計年度末の残高は877百万円であるが、当社グルー

プでは、土地区画整理事業の業務代行契約等に基づき保留地等の不動産の引取を見込まれている物件がある。当

社グループでは、引取後の保留地等の不動産については、速やかに売却等処分して行く方針であり、処分によっ

て見込まれる損失等については既に合理的に見積もられる金額を引当金に計上しているが、今後の不動産価格の

動向、当該土地区画整理事業の進捗状況等の変化により、処分価格が著しく変動した場合には、当社グループの

業績や財政状態に影響を及ぼす可能性がある。 

③貸倒引当金 

 当社グループは、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額について貸倒引当金を計上しているが、顧客な

らびに貸付先の財務状態が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加引当が必要となる場合がある。 

④繰延税金資産 

 当社グループは、繰延税金資産について、実現可能性が高いと考えられる金額へ減額するために評価性引当額

を計上している。評価性引当額の計上に当っては、将来の課税所得および、慎重かつ実現可能性の高い継続的な

税務計画を検討する必要がある。また、日本公認会計士協会監査委員会報告第66号の会社分類の判断によって

は、評価性引当額の計上額に影響を与えることになる。これらの検討に基づき、繰延税金資産の全部または一部

を将来実現できないと判断された場合、当該判断を行った期間に繰延税金資産の調整額を費用として計上するこ

とになる。同様に、計上金額の純額を上回る繰延税金資産を今後実現できると判断した場合、繰延税金資産への

調整により当該判断を行った期間に利益を増加させることになる。 

⑤退職給付引当金 

 当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度および退職一時金制度を設けてい

る。平成19年３月期末における当社および国内連結子会社の退職給付債務は258億円であり、年金資産30億円を

差引いた未積立退職給付債務は228億円である。未積立退職給付債務から会計基準変更時差異の未処理額80億円

および未認識数理計算上の差異29億円を差引き、未認識過去勤務債務１億円を加算した119億円を退職給付引当

金として連結財務諸表に計上している。また、当連結会計年度の退職給付費用は34億円（特別退職費用１億円を

含む）である。退職給付債務の割引率は2.5％、会計基準変更時差異の処理年数は15年、未認識数理計算上の差

異の処理年数は主として10年、過去勤務債務の額の処理年数は８年で費用処理を行っている。これら退職給付債

務等の計算の基礎となる計数に変更が生じた場合には、今後の退職給付費用の額に影響を与える可能性がある。



(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業収益や内外の堅調な需要を背景に設備投資が増加し、雇用者

所得の緩やかな伸びを背景に、個人消費も底堅く推移するなど、景気は緩やかな拡大が続いた。 

 建設業界においては、民間建設投資は設備投資の増加が続き住宅建設も底堅く推移するものの、政府建設投資は

減少が続いた。熾烈な受注競争などもあり、経営環境は引き続き厳しい状況で推移した。 

 このような状況のもとで当社グループは、「新中期経営計画」に基づき、選択と集中の実践による収益基盤の強

化を基本方針とし、当社グループの主力である民間建築分野の強化を図った。 

 以上の結果、当連結会計年度の業績については、売上高3,513億円（前期比8.5％増）となり、営業利益は97億円

（前期比22.4％増）、経常利益は88億円（前期比53.4％増）、当期純利益は78億円（前期比92.3％減）となった。 

(3）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

①キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、112億円の収入（前期：36億円の収入）となった。

税金等調整前当期純利益76億円、仕入債務の増加124億円および未成工事受入金の増加70億円等による収入があ

ったものの、売上債権の増加77億円および未成工事支出金の増加19億円等による支出があったことが主な要因と

なっている。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、連結範囲の変更を伴う関係会社株式の売却による収入７億円等によ

り、４億円の収入（前期：５億円の収入）となった。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払22億円および自己株式の取得による支出63億円等によ

り、92億円の支出（前期：287億円の収入）となった。 

 これらの結果、当連結会計年度において26億円の資金の増加となり、現金及び現金同等物の期末残高は524億

円（前期：498億円）となった。 

②財政状態 

 当連結会計年度末において、当期純利益78億円を計上したものの、配当金の支払22億円および自己株式の取得

による支出63億円等により、自己資本は267億円（前期比３億円減）となった。また、主に工事関連債権の増加

により総資産額は2,418億円（前期比171億円増）となり、自己資本比率は11.1％（前期：12.0％）となった。長

短借入金残高は33億円（前期比１億円減）となった。 

(4）経営者の問題認識と今後の方針について 

 今後の経済の見通しについては、拡大テンポはやや鈍るものの、緩やかな回復軌道をたどることが見込まれる。

建設業界においては、民間建設投資は景気拡大を反映して増加すると考えられるものの、減少が続く政府建設投資

の影響により、経営環境は引き続き厳しい状況が続くことが予想される。 

 このような状況のもとで当社グループは、「選択と集中の実践による収益基盤の強化」を基本方針として掲げ、

当社グループの主力である民間建築分野の中でも物流、工場等の特定セグメントに経営資源を集中し、営業力およ

び技術力の強化を図っている。また、当社の強みであるＶＥ（Value Engineering）活動の推進などによりコスト

競争力の強化を図っている。 

 建設業界における競争はますます厳しくなることが予想されるが、当社グループは、今後とも収益基盤の強化に

総力をあげて取り組んでいく。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

（建設事業） 

 当連結会計年度における設備投資の額は２億円であり、主なものは試験研究用設備の拡充更新である。 

（開発事業） 

 当連結会計年度においては、特段の設備投資は行われていない。 

 前連結会計年度までの連結子会社のうちフジタ・プロパティ・グアムは、平成18年６月30日に当社が所有株式を売

却したことにより、連結子会社に該当しなくなった。 

 このため、同社所有の以下の設備が当社グループの主要な設備ではなくなった。 

 注）１ 帳簿価額、面積、従業員数はいずれも平成18年３月31日現在のものである。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

３ 土地の一部を連結会社以外から賃借しており、その面積は11,700㎡である。 

（その他の事業） 

 当連結会計年度においては、特段の設備投資は行われていない。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

(2）国内子会社 

会社名 
事業所 

（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（人） 建物・ 

構築物 

機械・運搬
具・工具器
具・備品 

土地 
（面積㎡） 

合計 

フジタ・プロパ

ティ・グアム 

インターナショナル

トレードセンター 

（米国グアム準州） 

開発事業 事務所ビル 605 18 
－ 

(－)
624 5 

事業所 
（所在地） 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（人） 建物・ 

構築物 

機械・運搬
具・工具器
具・備品 

土地 
合計 

面積（㎡） 金額 

本社 

（東京都渋谷区他） 
109 499 － － 609 391 

技術センター 

（神奈川県厚木市） 
－ 649 28,499 6,245 6,894 57 

東京支店 

（東京都渋谷区他） 
60 20 － － 80 458 

大阪機材センター 

（京都府宇治田原町） 
196 45 15,095 1,235 1,477 2 

会社名 
事業所 

（所在地） 
事業の種類別セ
グメントの名称 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（人） 建物・ 

構築物 

機械・運搬
具・工具器
具・備品 

土地 
合計 

面積（㎡） 金額 

㈱エフ・ティー・ 

シー大分 

OASISひろば21※ 

（大分市） 
開発事業 6,377 159 

－ 

(5,864)
－ 6,536 5 

㈱テクノマテリアル 

東京機材センター※ 

（埼玉県飯能市） 
その他の事業 12 60 

－ 

(27,571)
－ 72 14 

千葉ＰＣ工場※ 

（千葉県成田市） 
その他の事業 20 2 

60,632 

(35,540)
678 702 17 



(3）在外子会社 

該当事項はない。 

 （注）１ 帳簿価額には、建設仮勘定は含まれていない。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

３ 提出会社は建設事業の他に開発事業を営んでいるが、大半の設備は建設事業又は共通的に使用されているた

め、事業の種類別セグメントに分類せず、主要な事業所ごとに一括して記載している。 

４ ※印については、土地の一部を連結会社以外から賃借しており、土地の面積については、（ ）内に外書き

で示している。 

５ 提出会社の本社および東京支店については、建物を連結会社以外から賃借しており、建物の延床面積は

7,379㎡である。また、技術センターについては、建物を連結会社以外から賃借しており、建物の延床面積

は24,147㎡である。 

６ ㈱テクノマテリアルの千葉ＰＣ工場については、建物構築物の一部ならびに土地を提出会社から賃借してい

る。なお、帳簿価額については、提出会社の帳簿価額を含めて記載している。 

７ 土地建物のうち賃貸中の主なもの 

３【設備の新設、除却等の計画】 

（建設事業、開発事業及びその他の事業） 

(1）重要な設備の新設等 

 重要な設備の新設等の計画はない。 

(2）重要な設備の除却等 

 重要な設備の除却等の計画はない。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの名称 

土地（㎡） 建物（㎡） 

㈱エフ・ティー・ 

シー大分 

OASISひろば21 

（大分市） 
開発事業 － 24,737 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１ 提出日現在発行数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれていない。 

２ Ｃ種優先株式の内容は次のとおりである。 

(1）議決権 

 本件優先株式を有する株主（以下「本件優先株主」という。）は、株主総会において議決権を有しな

い。ただし、前事業年度にかかる本件優先株式に関わる優先配当（以下に定義する。）を行う旨の議案が

取締役会に上程されない場合または否決された場合、当該事業年度にかかる定時株主総会より、本件優先

株主に対して本件優先株式に関わる優先配当を行うときまで議決権を有するものとする。ただし、本件優

先株式の発行済株式総数の過半数を有する本件優先株主が当該株主総会までに議決権の復活につき放棄す

る旨の通知を発行会社に行った場合はこの限りでない。 

(2）優先配当金 

①優先配当金の計算 

 本件優先株式１株につき行う金銭による剰余金の配当（以下「優先配当」という。）は、１株につき本

件優先株式の発行価額（平成19年６月28日現在 発行価額862円）にそれぞれの事業年度ごとに下記の配

当年率を乗じて算出した額とする。優先配当は、円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨

五入する。 

 払込期日以降、次回配当年率修正日の前日までの各事業年度について、下記算式により計算される配当

年率（以下「配当年率」という。）とする。 

  配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）＋450bp 

 配当年率は、％位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。 

・「配当年率修正日」は、平成17年４月１日および、以降毎年４月１日とする。当日が、銀行休業日の

場合は、前営業日を配当年率修正日とする。 

・「日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）」は、平成17年４月１日または各配当年率修正日およびその直後の

10月１日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）の２時点において、午前11時における日本円６ヶ月

物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円ＴＩＢＯＲ）として全国銀行協会連

合会によって公表される数値の平均値を指すものとする。 

 日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）が公表されていなければ、同日（当日が銀行休業日の場合は前営業

日）ロンドン時間午前11時におけるスクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間市場貸し手レー

ト（ユーロ円ＬＩＢＯＲ６ヶ月物（360日ベース））として英国銀行協会（ＢＢＡ）によって公表さ

れる数値またはこれに準ずるものと認められるものを日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）に代えて用いる

ものとする。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 500,555,555 

Ｃ種優先株式 44,444,445 

計 545,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成19年６月28日） 

上場証券取引所名
又は登録証券業協
会名 

内容 

普通株式 30,444,445 30,446,545 
東京証券取引所 

（市場第二部） 

完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

（注）１ 

Ｃ種優先株式 44,444,445 44,444,445 － （注）２ 

計 74,888,890 74,890,990 － － 



 なお、本件優先株式について株式の併合または分割が実施された場合の優先配当の計算にあたり、本件

優先株式の１株の発行価額は、次の算式により調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるも

のとする。 

②累積・参加条項 

 本件優先株式に対しては、まず、上記①に記載する額の優先配当が行われた後に剰余金の残余があり、

これについて剰余金の配当を行うときは、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）または普

通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）および本件優先株主または本件優先株

式の登録株式質権者（以下「本件優先登録株式質権者」という。）に対し、同順位で同額の剰余金の配当

を行うものとする。後者の計算にあたっては、本件優先株式を転換（以下に定義する。）することによっ

て取得する普通株式数に、既存の普通株式１株当たりの剰余金の配当の額を乗じて算出する。 

 ある事業年度において本件優先株主または本件優先登録株式質権者に対して行う剰余金の配当の額が、

上記①に記載する額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③優先中間配当金 

 発行会社は、中間配当を行うときは、毎年９月30日最終の株主名簿に記載または記録された本件優先株

主または本件優先登録株式質権者に対し、普通株主または普通登録株式質権者に先立ち、本件優先株式１

株につき優先配当の２分の１を限度として、取締役会の決議で定める金額の優先中間配当（以下「優先中

間配当」という。）を行うものとする。 

④臨時配当金 

 発行会社は、臨時の配当を行うときは、発行会社が定めた基準日の株主名簿に記載または記録された普

通株主または普通登録株式質権者および本件優先株主または本件優先登録株式質権者に対し、同順位で同

額の剰余金の配当を行うものとする。後者の計算にあたっては、本件優先株式を転換することによって取

得する普通株式数に、既存の普通株式１株当たりの剰余金の配当の額を乗じて算出する。 

(3）残余財産の分配 

 発行会社が残余財産を分配するときは、本件優先株主または本件優先登録株式質権者に対して、普通株

主または普通登録株式質権者に先立ち、本件優先株式１株につき発行価額と同額（以下「優先分配額」と

いう。）を支払う。優先分配額を超えて残余財産を分配するときは、優先分配額の支払いの後、本件優先

株式が全て転換されるとした場合に取得される普通株式数を基礎として、普通株式と同順位で本件優先株

式に対して追加の残余財産の分配を行うものとする。 

 なお、本件優先株式について株式の併合または分割が実施された場合の優先分配額の計算にあたり、本

件優先株式の１株の発行価額は、次の算式により調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる

ものとする。 

(4）転換請求権 

 本件優先株主は、下記①で定める期間中、下記②で定める条件で、当会社に対し、本件優先株主が有す

る本件優先株式を取得し、これと引き換えに当会社の普通株式を交付すること（以下「転換」という。）

を請求することができる。 

①転換を請求し得べき期間 

平成17年９月29日（本件優先株式引受日）から 

②転換の条件 

本件優先株式は、下記の転換の条件で普通株式に転換することができる。 

イ．普通株式１株当たりの当初転換価額 

110円 （平成19年６月28日現在 転換価額110.50円） 

調整後発行価額 ＝ 
調整前発行価額 × 併合・分割前の本件優先株式数 

併合・分割後の本件優先株式数 

調整後発行価額 ＝ 
調整前発行価額 × 併合・分割前の本件優先株式数 

併合・分割後の本件優先株式数 



ロ．転換価額の調整 

ａ．発行会社は、本件優先株式の発行後、下記ｂ．に掲げる各事由により発行会社の普通株式に変更を

生じる場合または変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「転換価額調整式」と

いう。）により転換価額を調整する。 

ｂ．転換価額調整式により本件優先株式の転換価額の調整を行う場合およびその調整後の転換価額の適

用時期については、次に定めるところによる。 

ⅰ．下記ｅ．に定める時価を下回る払込金額または処分価額をもって普通株式を新たに発行しまたは

発行会社の有する普通株式を処分する場合（無償割当ての場合を含む。）（ただし、発行会社の

普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券または発行会社の普通株式の交付を請求でき

る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の転換または行使による場合および

単元未満株式の買増請求による場合を除く。）。 

 調整後の転換価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には、出資の履行をした日。無償割当

ての場合には、効力発生日。）の翌日以降これを適用する。ただし、株主への割当てにかかる基

準日を定めた場合は、当該基準日（無償割当てにかかる基準日を定めた場合には、当該基準

日。）の翌日以降これを適用する。 

ⅱ．株式の分割により普通株式を発行する場合。 

 調整後の転換価額は、株式の分割にかかる基準日の翌日以降これを適用する。ただし、剰余金

から資本金に組入れられることを条件としてその部分をもって株式の分割により普通株式を発行

する旨取締役会で決議する場合で、当該剰余金の資本金組入れの決議をする株主総会の終結の日

以前の日を株式の分割にかかる基準日とする場合には、調整後の転換価額は、当該剰余金の資本

金組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。なお、上記ただし書の場

合において、株式の分割にかかる基準日の翌日から当該剰余金の資本金組入れの決議をした株主

総会の終結の日までに転換の請求をなしたものに対しては、次の算式により算出された株式数の

普通株式を新たに発行する。 

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

ⅲ．下記ｅ．に定める時価を下回る価額をもって発行会社の普通株式の交付を請求できる証券の発行

もしくは処分（無償割当ての場合を含む。）、または、新株予約権の行使に際して出資される１

株当たりの財産の価額が下記ｅ．に定める時価を下回ることとなる新株予約権（新株予約権付社

債に付されたものを含む。）を発行（無償割当ての場合を含む。）する場合。 

 調整後の転換価額は、その証券については、発行もしくは処分の効力発生日に、その新株予約

権については割当日（無償割当ての場合には効力発生日）に、ただし、株主への割当てにかかる

基準日がある場合にはその日に、発行される証券の全てについて普通株式の交付が請求されまた

は全ての新株予約権が当初の転換価額で転換されまたは当初の行使価額で行使されたものとみな

し、その証券については発行または処分の効力発生日の翌日以降、その新株予約権については割

当日（無償割当ての場合には効力発生日）の翌日以降、ただし、株主への割当てにかかる基準日

がある場合にはその日の翌日以降これを適用する。 

ｃ．発行会社は、上記ｂ．の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役

会が適当と判断する転換価額の調整を行う。 

ⅰ．株式の併合、資本の減少、新設分割、吸収分割、または合併のために転換価額の調整を必要とす

るとき。 

ⅱ．その他発行会社の普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調

整を必要とするとき。 

ⅲ．転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の

算出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

ｄ．転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨て

る。 

        
既発行 

普通株式数
＋

新規発行・処分

普通株式数 
×

１株当たり 

払込金額・処分価額 

調整後 

転換価額 
＝ 

調整前 

転換価額 
× 

１株当たり時価 

既発行普通株式数＋新規発行・処分普通株式数 

株式数 ＝ 
（調整前転換価額－調整後転換価額） ×

調整前転換価額により 

当該期間内に発行された普通株式数 

調整後転換価額 



ｅ．転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日（ただし、上記ｂ．ⅱ．ただし

書の場合は株主への割当てにかかる基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日（終値のない日

数を除く。）の東京証券取引所における発行会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を

含む。）の平均値とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数

第２位を切り捨てる。 

ｆ．転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主への割当てにかかる基準日がある場合はその

日、また、株主への割当てにかかる基準日がない場合は、調整後の転換価額を適用する日の１ヶ月

前の日における発行会社の発行済普通株式数から、当該日における発行会社の有する発行会社の普

通株式数を控除した数とする。 

ｇ．転換価額調整式により算出された転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまるとき

は、転換価額の調整は行わないこととする。ただし、次に転換価額の調整を必要とする事由が発生

し調整後の転換価額を算出する場合は、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて、調整前転換

価額からこの差額を差引いた額を使用するものとする。 

ハ．転換により交付すべき普通株式の数 

本件優先株式の転換により交付すべき普通株式の数は、次のとおりとする。 

交付すべき普通株式の数の算出に当たって１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、現金に

よる調整は行わない。 

 なお、本件優先株式について株式の併合または分割が実施された場合の転換により交付すべき普通

株式の数の計算にあたり、本件優先株式の１株の発行価額は、次の算式により調整し、調整により生

じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

ニ．転換の効力は、転換請求書および本件優先株式の株券が発行会社に到着した時に発生する。ただし、

本件優先株式の株券が発行されない時は、株券の提出を要しない。 

(5）新株引受権等 

 発行会社は、本件優先株式には募集株式の割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当てを受ける

権利を与えず、また、株式無償割当てまたは新株予約権無償割当ては行わない。 

(6）優先順位 

 優先配当の支払いならびに残余財産の分配の支払順位は同順位とする。 

転換により交付すべき普通株式数 ＝

本件優先株主が転換請求のために

提出した本件優先株式数 
× 発行価額 

転換価額 

調整後発行価額 ＝ 
調整前発行価額 × 併合・分割前の本件優先株式数 

併合・分割後の本件優先株式数 



(2）【新株予約権等の状況】 

 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりである。

 （注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、0.685株である。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。か

かる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数についての

み行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

 調整後普通株式数＝調整前普通株式数×分割・併合の比率 

株主総会の特別決議日（平成18年４月20日） 

  
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個）        （注）１ 2,005,300 2,002,234 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 27,700 27,700 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 1,373,188 1,371,080 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）３ 115 同左 

新株予約権の行使期間 平成19年４月１日～平成29年３月31日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   115 

資本組入額  115 
同左 

新株予約権の行使の条件 ①新株予約権の割当を受けた者は、権利

行使時においても、当社の取締役、執

行役員、職員または使用人の地位にあ

ることを要する。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その他正当な理由

のある場合で、当社の書面による同意

を得た場合にはこの限りではない。 

②新株予約権の割当を受けた者に、定款

もしくは社内規則に違反する重大な行

為があった場合または法令に違反する

重大な行為があった場合等新株予約権

の発行の目的上、行使を認めることが

相当でないとされる事由として当社の

取締役会決議で定める事由が生じた場

合は、新株予約権を行使することがで

きない。 

③権利行使できる新株予約権の個数の上

限は以下のとおりとする。 

Ａ）平成19年４月１日から平成20年３

月31日まで：割当個数の25％を上

限とする。 

Ｂ）平成20年４月１日から平成21年３

月31日まで：割当個数の50％を上

限とする。 

Ｃ）平成21年４月１日から平成22年３

月31日まで：割当個数の75％を上

限とする。 

Ｄ）平成22年４月１日から平成29年３

月31日まで：割当個数の100％を上

限とする。 

④新株予約権者が死亡した場合は、相続

人がこれを行使できる。 

⑤その他の新株予約権の行使の条件は、

当社の取締役会決議に基づき、新株予

約権割当契約に定めるところによる。 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入その他の処分を

する場合には、当社取締役会の承認を要

する。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ― 



 なお、当社が発行するＣ種優先株式を普通株式へ転換する場合、または、新株式を発行する場合（新株予

約権の行使により新株式を発行する場合は除く。）には、次の算式により目的となる株式の数を調整するも

のとする。また、自己株式の処分を行う場合には、次の算式において、「新規増加普通株式数」を「処分す

る株式数」に読み替えて目的となる株式の数を調整するものとする。 

 かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

てのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

 以上のほか、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が

新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

の結果生じる１円未満の端数については、これを切り上げるものとする。 

 また、新株予約権発行後、Ｃ種優先株式を普通株式へ転換する場合には、次の算式により行使価額を調整

し、調整の結果生じる１円未満の端数については、これを切り上げるものとする。 

 なお、時価を下回る価額で新株式を発行する場合（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除

く。）には、上記の算式において、「１株あたり転換価額」を「１株あたり払込金額」に、「転換前の株

価」を「新株発行前の株価」に読み替え、自己株式の処分を行う場合には、上記の算式において、「新規増

加普通株式数」を「処分する株式数」に、「１株あたり転換価額」を「１株あたり処分金額」に、「転換前

の株価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えて行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数に

ついては、これを切り上げるものとする。 

 以上のほか、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、または当社

が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はない。 

調整後普通株式数 ＝ 調整前普通株式数 ×
既発行普通株式数＋新規増加普通株式数 

既発行普通株式数 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１ 

分割・併合の比率

        
既発行普通株式数 ＋

新規増加普通株式数×１株あたり転換価額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
転換前の株価 

既発行普通株式数＋新規増加普通株式数 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 平成14年10月１日の会社分割による新規設立に伴う普通株式の発行 

２ 平成15年７月11日開催の取締役会決議による株式会社三井住友銀行への第三者割当増資 

Ａ種優先株式 50,000,000株 有償 発行価額400円 資本組入額200円 

Ｂ種優先株式 25,000,000株 有償 発行価額400円 資本組入額200円 

３ 発行済株式総数残高および資本金残高の減少は、平成17年７月19日開催の臨時株主総会決議に基づく資本減

少および資本減少に伴う普通株式の併合ならびにＡ種、Ｂ種優先株式の無償強制消却によるものであり、資

本金減少額の24,000百万円は欠損の填補に充てた。資本準備金残高の減少は、同じく平成17年７月19日開催

の臨時株主総会決議に基づく資本準備金の減少であり、減少額14,775百万円は欠損の填補に充てた。 

 ４ 平成17年６月８日の取締役会決議による平成17年９月29日付有限会社フジタ・ホールディングスへの第三者

割当増資  

普通株式   24,444,445株 有償 発行価額110円 資本組入額 55円 

Ｃ種優先株式 44,444,445株 有償 発行価額862円 資本組入額431円 

 ５ 資本金残高の減少は、平成17年７月19日開催の臨時株主総会決議に基づく第三者割当増資後の資本減少によ

るものであり、資本金減少額のうち1,500百万円は欠損の填補に充て、残る5,999百万円はその他資本剰余金

とした。資本準備金残高の減少は、同じく平成17年７月19日開催の臨時株主総会決議に基づく第三者割当増

資後の資本準備金の減少であり、減少額17,225百万円は欠損の填補に充てた。 

 ６ 発行済株式総数の減少は、平成18年９月27日開催の臨時株主総会決議および同日開催の取締役会決議に基づ

き、特定の株主（有限会社フジタ・ホールディングスおよび株式会社ＡＣリアルエステート）から自己の株

式を取得し、消却したものである。 

７ 会社法第448条第１項の規定に基づき、平成18年９月27日開催の臨時株主総会決議により、資本準備金の額

3,525百万円を2,000百万円減少し、その他資本剰余金に振替えたものである。 

８ 平成19年４月１日から平成19年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が２千株、

資本金が０百万円増加している。 

９ 平成19年６月28日開催の定時株主総会において、Ｃ種優先株式の発行済株式の総数44,444,445株について、

５株を１株に併合することにより、8,888,889株とすることを決議した。株式併合の効力発生日は、平成19

年６月29日である。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成14年10月１日 

（注）１ 
200,000 200,000 10,000 10,000 25 25 

平成15年８月１日 

（注）２ 
75,000 275,000 15,000 25,000 15,000 15,025 

平成17年８月23日 

（注）３ 
△255,000 20,000 △24,000 1,000 △14,775 250 

平成17年９月29日 

（注）４ 
68,888 88,888 20,500 21,500 20,500 20,750 

平成17年９月29日 

（注）５ 
－ 88,888 △7,500 14,000 △17,225 3,525 

平成18年９月28日 

（注）６ 
△14,000 74,888 － 14,000 － 3,525 

平成18年11月10日 

（注）７ 
－ 74,888 － 14,000 △2,000 1,525 



(5）【所有者別状況】 

①普通株式 

 （注）１ 自己株式43,570株は、「個人その他」に435単元及び「単元未満株式の状況」に70株を含めて記載してい

る。 

２ 証券保管振替機構名義株式17,410株は、「その他の法人」に174単元及び「単元未満株式の状況」に10株を

含めて記載している。 

②Ｃ種優先株式 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満 

株式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他 
の法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） 1 13 20 297 34 6 14,923 15,294 － 

所有株式数

（単元） 
4 6,879 2,449 176,682 7,900 17 101,869 295,800 864,445 

所有株式数の

割合（％） 
0.00 2.33 0.83 59.73 2.67 0.00 34.44 100 － 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満 

株式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他 
の法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － － － 1 － － － 1 － 

所有株式数

（単元） 
－ － － 444,444 － － － 444,444 45 

所有株式数の

割合（％） 
－ － － 100 － － － 100 － 



(6）【大株主の状況】 

①普通株式 

②Ｃ種優先株式 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合（％） 

有限会社 フジタ・ホールディングス 東京都港区六本木６－10－１ 13,664 44.88 

株式会社 ＡＣリアルエステート 東京都渋谷区千駄ヶ谷５－８－10 3,203 10.52 

フジタ従業員持株会 東京都渋谷区千駄ヶ谷４－25－２ 813 2.67 

フジタ協力会社持株会 東京都渋谷区千駄ヶ谷４－25－２ 513 1.69 

株式会社 三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 356 1.17 

遠藤 四郎 東京都稲城市 300 0.99 

ベア スターンズ クリアリング 

 （常任代理人 シティバンク・エヌ・

エイ東京支店） 

ONE METRO TECH CENTER NORTH BROOKLYN  

NEW YORK, 11201-3859 U.S.A. 

 （東京都品川区東品川２－３－14） 

254 0.84 

財団法人 藤田建設労務援護会 東京都千代田区神田東松下町23－１ 239 0.79 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 180 0.59 

学校法人 藤田学院 鳥取県倉吉市福庭854 180 0.59 

計 － 19,705 64.73 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合（％） 

有限会社 フジタ・ホールディングス 東京都港区六本木６－10－１ 44,444 100.00 

計 － 44,444 100.00 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」の「株式数」欄および「議決権の数」欄には、証券保管振替機構名義の株式

が17,400株（議決権174個）含まれている。 

２ 「単元未満株式」の「株式数」欄には、当社所有の自己株式70株および証券保管振替機構名義の株式10株が

含まれている。 

②【自己株式等】 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 Ｃ種優先株式 44,444,400 － 
優先株式の内容は、(1）株式の

総数等 ②発行済株式を参照。 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式     43,500 
－ 

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式 

（相互保有株式） 

普通株式      200 
－ 同上 

完全議決権株式（その他） 普通株式   29,536,300 295,363 （注）１   同上 

単元未満株式 

普通株式    864,445 － 
一単元（100株）未満の株式 

（注）２ 

Ｃ種優先株式     45 － 

一単元（100株）未満の株式 

優先株式の内容は、(1）株式の

総数等 ②発行済株式を参照。 

発行済株式総数 74,888,890 － － 

総株主の議決権 － 295,363 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は名
称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

（自己保有株式）           

㈱フジタ 渋谷区千駄ヶ谷４－25－２ 43,500 － 43,500 0.06 

（相互保有株式）           

中国生コンクリート㈱ 広島市南区出島２－１－69 200 － 200 0.00 

計 － 43,700 － 43,700 0.06 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用している。 

 当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役、執行役員お

よび職員ならびに当社取締役会の決議により特に指定された当社の取締役、執行役員および使用人に対して特に

有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成18年４月20日開催の臨時株主総会において特別決議された

ものである。 

 当該制度の内容は次のとおりである。 

決議年月日 平成18年４月20日 

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社取締役     4 

当社執行役員   16 

当社職員    2,389 

当社取締役会の決議により特に指定された当社使用人 261 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載している。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得並びに旧商法第221条第６項の規定に基づく単元

未満株式の買取請求による普通株式の取得および会社法第155条第７号に該当する普通株式の取

得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

（注）当臨時株主総会において、特定の株主（有限会社フジタ・ホールディングスおよび株式会社ＡＣリアルエステー

ト）から自己の株式を取得する枠を設定することを決議しております。上記の株式数および価額の総額は両社の

合計であり、各相手方からの取得状況は以下のとおりです。 

①有限会社フジタ・ホールディングス 

②株式会社ＡＣリアルエステート 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

株主総会（平成18年９月27日）での決議状況 

（取得期間 平成18年９月27日～平成19年９月26日） 
17,000,000 7,633,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 14,000,000 6,286,000,000 

残存授権株式の総数及び価額の総額 3,000,000 1,347,000,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 17.6 17.6 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合（％） 17.6 17.6 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

株主総会（平成18年９月27日）での決議状況 

（取得期間 平成18年９月27日～平成19年９月26日） 
13,000,000 5,837,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 10,780,000 4,840,220,000 

残存授権株式の総数及び価額の総額 2,220,000 996,780,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 17.1 17.1 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合（％） 17.1 17.1 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

株主総会（平成18年９月27日）での決議状況 

（取得期間 平成18年９月27日～平成19年９月26日） 
4,000,000 1,796,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 3,220,000 1,445,780,000 

残存授権株式の総数及び価額の総額 780,000 350,220,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 19.5 19.5 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合（％） 19.5 19.5 



(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含まれておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売

渡請求により売渡した株式数は含まれておりません。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 21,512 10,285,259 

当期間における取得自己株式 2,034 822,341 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 14,000,000 6,306,300,000 ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式 
― ― ― ― 

その他 

（単元未満株式の売渡請求による売渡） 
11,571 5,380,180 715 285,446 

保有自己株式数 43,570 － 44,889 － 



３【配当政策】 

 当社は、会社の業績に裏付けられた利益配分を行うとともに、株主資本を充実させ、経営基盤の一層の強化を図る

ことを基本方針としております。 

 また、機動的な資本政策が行えるよう、「剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法

令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める」旨、ならびに「期末配当

（Ｃ種優先配当を含む。）の基準日は、毎年３月31日とする」旨、「中間配当（Ｃ種優先配当を含む。）の基準日

は、毎年９月30日とする」旨および期末配当、中間配当のほか「基準日を定めて剰余金の配当を行うことができる」

旨定款に定めております。 

 剰余金の配当の回数につきましては、当社の業績と当社を取り巻く経営環境を勘案し、期末配当の年１回とするこ

とを基本方針とし、その決定機関は、定款の定めにより取締役会としております。 

 当事業年度の普通株式の期末配当につきましては、上記の方針に基づき１株につき１円、Ｃ種優先株式の期末配当

につきましては、Ｃ種優先株式の発行に際して予め定めております配当年率および参加条項により算出した金額とす

ることを決定いたしました。 

 内部留保資金の使途につきましては、経営基盤の一層の強化および今後の事業展開に備えた研究開発や設備投資に

活用する予定であります。 

 なお、当事業年度にかかる剰余金の配当は以下のとおりであります。 

（注）Ｃ種優先株式の１株当たり配当額は、銭単位未満を四捨五入しております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１ 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものである。 

２ 第１期は設立初年度のため６ヶ月決算である。 

３ 平成17年８月23日に普通株式10株を１株に併合しており、※は併合後の株価を示している。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものである。 

決議年月日 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成19年５月29日 

取締役会決議 

普通株式  30 1.00 

 Ｃ種優先株式 

優先配当金  

 参加条項による配当金

 

1,855 

346 

 

41.74 

7.80 

 合計 ― 2,232 ― 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 71 148 179 
169 

※1,340 
1,035 

最低（円） 36 39 100 
82 

※924 
353 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 509 500 428 400 394 477 

最低（円） 430 365 365 353 358 354 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（株） 

代表取締役 

社  長 
  網 本 勝 彌 昭和22年６月10日生 

昭和45年４月 ㈱藤田組入社 

注３ 

普通株式 

1,560 

Ｃ種優先株式 

0 

平成10年４月 ㈱フジタ神戸支店長 

平成12年７月 同社国際事業部長 

平成14年４月 同社執行役員首都圏事業本部副本部長 

平成14年10月 当社執行役員首都圏事業本部副本部長 

平成15年４月 当社執行役員東京支店長 

平成17年６月 当社代表取締役社長（現任） 

代表取締役 

副 社 長 
  中 東   耕 昭和25年12月15日生 

昭和49年６月 フジタ工業㈱入社 

注３ 

普通株式 

1,620 

Ｃ種優先株式 

0 

平成14年４月 ㈱フジタ首都圏事業本部副本部長 

兼東京支店副支店長 

平成14年10月 当社首都圏事業本部副本部長 

兼東京支店副支店長 

平成14年11月 当社財務副担当 

兼首都圏事業本部副本部長 

平成15年４月 当社財務副担当 

平成15年６月 当社執行役員経理・財務副担当 

平成16年４月 当社執行役員経営・財務本部長 

平成17年４月 当社執行役員経営本部長 

平成17年６月 当社代表取締役専務経営本部長 

平成19年４月 当社代表取締役副社長（現任） 

取 締 役 

副 社 長 
  楢 葉 徹 雄 昭和35年４月25日生 

昭和61年６月 ㈱福武書店入社 

注３ 

普通株式 

0 

Ｃ種優先株式 

0 

平成６年10月 マッキンゼー・アンド・ 

カンパニー入社 

平成11年10月 ゴールドマン・サックス証券会社入社 

平成16年12月 同社マネージング・ディレクター 

平成18年２月 三洋電機㈱取締役副社長 

（社外取締役） 

平成18年６月 同社代表取締役副社長 

兼副社長執行役員 

平成18年10月 ゴールドマン・サックス証券㈱ 

マネージング・ディレクター（現任） 

平成19年６月 当社取締役副社長（現任） 

専務取締役   田 代   徹 昭和22年８月18日生 

昭和46年４月 フジタ工業㈱入社 

注３ 

普通株式 

2,860 

Ｃ種優先株式 

0 

平成11年１月 ㈱フジタ九州支店長 

平成12年４月 同社西日本事業本部九州支店長 

平成12年５月 同社執行役員西日本事業本部 

九州支店長 

平成12年12月 ㈱エフ・ティー・シー大分 

代表取締役社長（現任） 

平成14年10月 当社執行役員九州支店長 

平成16年６月 当社常務執行役員九州支店長 

平成17年４月 当社常務執行役員建築本部長 

平成17年６月 当社常務取締役建築本部長 

平成19年４月 当社専務取締役（現任） 

常務取締役   小 林 幹 雄 昭和23年１月２日生 

昭和45年４月 ㈱藤田組入社 

注３ 

普通株式 

2,350 

Ｃ種優先株式 

0 

平成13年11月 ㈱フジタ環境創造事業本部副本部長 

平成14年４月 同社執行役員首都圏事業本部 

首都圏土木支店長 

平成14年10月 当社執行役員首都圏事業本部 

首都圏土木支店長 

平成17年４月 当社執行役員土木本部長 

平成17年６月 当社常務取締役土木本部長 

平成19年４月 当社常務取締役（現任） 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（株） 

常務取締役   飯 田 光 一 昭和27年４月27日生 

昭和51年４月 ㈱三井銀行入行 

注３ 

普通株式 

1,500 

Ｃ種優先株式 

0 

平成９年１月 ㈱さくら銀行代々木支店長 

平成11年３月 同行日本橋営業第３部詰 

平成13年４月 ㈱三井住友銀行法人審査第二部 

上席審査役 

平成14年10月 同行新宿通法人営業部長 

平成16年５月 同行新宿法人営業第二部長 

平成17年６月 同行資産監査部長 

平成18年５月 当社顧問 

平成18年６月 当社常務取締役（現任） 

取締役 

(非常勤) 
  吉田 千之輔 昭和15年７月14日生 

昭和38年４月 ㈱三井銀行入行 

注３ 

普通株式 

0 

Ｃ種優先株式 

0 

平成３年６月 ㈱太陽神戸三井銀行取締役 

平成７年６月 ㈱さくら銀行常務取締役 

平成９年６月 同行専務取締役 

平成10年６月 山種証券㈱代表取締役 

平成11年６月 同社代表取締役社長 

平成12年４月 さくらフレンド証券㈱代表取締役社長 

平成15年４月 ＳＭＢＣフレンド証券㈱特別顧問 

平成17年７月 当社社外取締役（現任） 

取締役 

(非常勤) 
  小 野 種 紀 昭和31年10月15日生 

昭和62年１月 ニューヨーク州弁護士登録 

注３ 

普通株式 

0 

Ｃ種優先株式 

0 

昭和63年９月 サリヴァン・アンド・クロムウェル 

法律事務所入所 

平成９年７月 ゴールドマン・サックス証券会社入社 

平成12年11月 同社マネージング・ディレクター 

平成17年７月 当社社外取締役（現任） 

平成18年10月 ゴールドマン・サックス証券㈱ 

マネージング・ディレクター（現任） 

取締役 

(非常勤) 
  アンクル・サフ 昭和44年10月18日生 

平成３年９月 松下電器産業㈱入社 

注３ 

普通株式 

0 

Ｃ種優先株式 

0 

平成７年６月 モトローラ・インク入社 

平成10年10月 ゴールドマン・サックス・アンド・ 

カンパニー入社 

平成12年６月 同社ヴァイス・プレジデント 

平成17年７月 当社社外取締役（現任） 

平成17年８月 (有)フジタ・ホールディングス 

取締役（現任） 

平成17年８月 (有)クレインホールディングス 

取締役（現任） 

平成17年11月 ゴールドマン・サックス証券会社 

マネージング・ディレクター 

平成17年11月 オーシャンズ・ホールディングス(有)

取締役（現任） 

平成18年２月 (有)リヴレット取締役（現任） 

平成18年10月 ゴールドマン・サックス証券㈱ 

マネージング・ディレクター（現任） 

取締役 

(非常勤) 
  豊 泉 直 紀 昭和45年11月４日生 

平成６年４月 ゴールドマン・サックス証券会社入社 

注３ 

普通株式 

0 

Ｃ種優先株式 

0 

平成13年10月 同社ヴァイス・プレジデント 

平成17年10月 同社マネージング・ディレクター 

平成18年10月 ゴールドマン・サックス証券㈱ 

マネージング・ディレクター（現任） 

平成19年６月 当社社外取締役（現任） 

取締役 

(非常勤) 
  一 守 哲 慈 昭和44年７月２日生 

平成４年４月 三菱信託銀行㈱入行 

注３ 

普通株式 

0 

Ｃ種優先株式 

0 

平成12年７月 ゴールドマン・サックス証券会社入社 

平成15年12月 同社ヴァイス・プレジデント 

平成17年７月 当社社外取締役（現任） 

平成18年10月 ゴールドマン・サックス証券㈱ 

ヴァイス・プレジデント（現任） 

 



 （注）１ 取締役 吉田千之輔、小野種紀、アンクル・サフ、豊泉直紀、一守哲慈および河野公泰は、会社法第２条第

15号に定める社外取締役である。 

２ 監査役 濵 邦久および布施誠司は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

３ 平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

４ 平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

５ 平成16年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

６ 平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（株） 

取締役 

(非常勤) 
  河 野 公 泰 昭和46年１月30日生 

平成６年11月 朝日監査法人入所 

注３ 

普通株式 

0 

Ｃ種優先株式 

0 

平成10年３月 公認会計士登録 

平成13年１月 ゴールドマン・サックス証券会社入社 

平成17年12月 同社ヴァイス・プレジデント 

平成18年６月 当社社外取締役（現任） 

平成18年10月 ゴールドマン・サックス証券㈱ 

ヴァイス・プレジデント（現任） 

常勤監査役   柿 川 義 一 昭和23年１月19日生 

昭和45年４月 ㈱藤田組入社 

注４ 

普通株式 

1,610 

Ｃ種優先株式 

0 

平成12年４月 ㈱フジタ首都圏事業本部関東支店長 

平成14年４月 同社執行役員首都圏事業本部 

関東支店長 

平成14年10月 当社執行役員首都圏事業本部 

関東支店長 

平成15年４月 当社執行役員横浜支店長 

平成18年４月 当社顧問 

平成18年６月 当社監査役（現任） 

監査役   濵   邦 久 昭和９年12月２日生 

昭和34年３月 司法修習生終了 

注５ 

普通株式 

0 

Ｃ種優先株式 

0 

昭和63年４月 盛岡地方検察庁検事正 

平成元年６月 最高検察庁検事 

平成３年12月 法務省刑事局長 

平成５年12月 法務事務次官 

平成８年１月 東京高等検察庁検事長 

平成９年12月 弁護士登録 

平成16年６月 当社社外監査役（現任） 

監査役   布 施 誠 司 昭和13年２月３日生 

昭和38年４月 司法修習生終了 

注６ 

普通株式 

0 

Ｃ種優先株式 

0 

昭和38年４月 弁護士登録 

昭和38年４月 稲葉修法律事務所入所 

昭和61年７月 布施法律事務所開設 

平成19年６月 当社社外監査役（現任） 

        計   

普通株式 

11,500 

Ｃ種優先株式 

0 



ご参考 執行役員について 

 当社は執行役員制を導入している。 

 執行役員は、取締役会で選任され、業務執行上の権限を代表取締役から委譲を受け、担当業務の業務執行責任者とし

て、取締役会の決定した経営方針に則り、その実現のために業務戦略を立案・実行するものである。 

役名・職名 氏名 役名・職名 氏名 

常務執行役員営業本部営業役員室 田 村 大次郎 執行役員経営本部長 土 屋 達 朗 

常務執行役員管理本部長 大 平 克 之 執行役員営業本部副本部長 奥 村 洋 治 

常務執行役員東京支店長 白 井 元 之 執行役員九州支店長 星 野 順 二 

常務執行役員営業本部長 浅 野 達 夫 執行役員名古屋支店長 鳥 井 秀 喜 

常務執行役員土木本部長 早 坂 健 司 執行役員調達本部長 大 西 章 喜 

常務執行役員建築本部長 久 野 道 夫 執行役員関東支店長 朝 田   泰 

執行役員都市再生推進本部長 上 田 卓 司 執行役員横浜支店長 中 井 博 正 

執行役員安全・品質・環境本部長 尾 形 博 司 執行役員大阪支店長 好 井 康 則 

執行役員土木本部副本部長 林   和 郎 執行役員広島支店長 向 井 和 美 

執行役員営業本部副本部長 美 馬 幸 成 執行役員東北支店長 岩 佐 龍 也 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社は、利益を追求し企業価値を高めることにより、株主に対して利益を還元していくことを基本とし、これらを

実現するため経営上の組織・仕組を改革し、迅速さ・公正さ・透明さを確保した経営を進めていくことを、経営上の

最も重要な課題と考えている。 

 なお、文中では有価証券報告書提出日現在における状況を記載している。 

(1）会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の基本説明 

 当社の取締役は３名以上６名以下の甲種取締役および１名以上13名以下の乙種取締役とし、乙種取締役は社外

取締役とする。その選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらないものとする旨定款で定めており、取締役は12名

（うち社外取締役６名）である。  

 当社の取締役会は、上記取締役で構成され、会社の運営に関する基本方策の樹立に関する事項、年次事業計画

に関する事項およびその他重要な業務執行について決定するとともに、業務の執行状況を監督する。それと同時

に、その他取締役会付議事項以外の業務執行上の重要事項を決定するため、経営会議を定期的に開催し、経営の

迅速さを確保している。 

 当社は、機動的な資本政策が行えるようにする等のため、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める

事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨

定款に定めている。 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めてお

り、これは株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

としている。 

 当社は、執行役員制度を導入しており、取締役会により選任された執行役員が、業務執行上の権限を代表取締

役から委譲を受け、担当業務の業務執行責任者として、取締役会の決定した経営方針に則り、その実現のため、

業務戦略を立案・実行し、代表取締役を補佐している。 

 当社は、監査役設置会社および監査役会設置会社である。監査役は３名（うち社外監査役２名）で構成されて

おり、取締役会、経営会議をはじめとした各種会議、委員会等に参加し、取締役の業務執行を監視する体制をと

っている。 

 内部監査については、監査部の３名が業務監査を実施しており、結果を経営会議に報告している。会計監査に

ついては、会計監査人である新日本監査法人が行っている。 

 監査役、監査部及び会計監査人は、連携して、監査の実効性を高めている。会計監査の監査業務は、新日本監

査法人業務執行社員松村俊夫氏、矢部雅弘氏、野間武氏および関口茂氏の４名が、公認会計士12名およびその他

の補助者18名の補助者とともに担当している。 

 また、当社は複数の弁護士と顧問契約を結んでおり、経営活動に関して、さまざまな視点から法律的なコント

ロールが働く体制をとっている。 

②内部統制システムの整備の状況 

 当社は、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の

適正を確保するために必要なものとして、次に掲げる体制を整備していく。（会社法 第362条第４項第６号） 

《会社法施行規則 第100条》 

１．取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制（第１項第１号） 

・当社は、取締役の職務執行に係る情報は、取締役会規程、文書規程および内部者取引防止規程に従い、適切

に保存および管理していく。 

２．損失の危険の管理に関する規程その他の体制（第１項第２号） 

・当社は、リスク対策室を設置し、リスク対策基本方針に基づき、当社を取り巻くリスクに関する管理体制の

確立に努めていく。 

・当社は、情報セキュリティ委員会を設置し、情報管理規程ならびに個人情報保護規程に基づき、情報リスク

に関する管理体制の確立に努めていく。 

・当社は、災害対策本部を設置し、フジタ防災基本計画に基づき、災害リスクに関する管理体制の確立に努め

ていく。 

・当社は、建設工事受注および不動産事業推進について、各種基準に基づき、リスクを分析・検証し、必要に

応じて専門家の意見を聴取し、職務権限に則って適正に審議・決議する体制をとっていく。 



３．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制（第１項第３号） 

・当社は、取締役会において、会社の運営に関する基本方策の樹立に関する事項、年次事業計画に関する事項

およびその他重要な業務執行について決定するとともに、業務の執行状況を監督していく。 

・当社は、取締役会付議事項以外の業務執行上の重要事項を決定するため、経営会議を定期的に開催し、経営

の迅速さを確保していく。 

・当社は、執行役員制度を導入し、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離して経営の効率化を図っ

ていく。 

・当社は、取締役会ならびに各執行機関の意思決定事項等について、環境マネジメントシステムに則り、速や

かに指示し報告する体制をとっていく。 

４．使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制（第１項第４号） 

・当社は、企業行動憲章を制定し、関係会社を含めた企業活動における自己責任の強化や公共性・倫理性の一

層の向上を目指していく。 

・当社は、弁護士等有識者を構成員に含めたコンプライアンス委員会を設置し、企業活動における法令遵守、

公正性、倫理性を確保していく。 

・当社は、複数の顧問弁護士と顧問契約を結び、経営活動に関して、さまざまな視点から法律的なコントロー

ルが働く体制をとっていく。 

５．株式会社並びにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制（第１

項第５号） 

・当社は、関連事業部を設置し、関係会社を統括し、グループ全体の経営効率化・収益力強化を図る体制をと

っていく。 

・当社は、関係会社に関する重要な意思決定について、取締役会ならびに各執行機関において審議・決議する

体制をとっていく。 

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項（第３項第

１号） 

・当社は、監査役監査の実効性を高め、監査を円滑に遂行するために、監査役室を設置するなど、監査役監査

基準に基づく監査役監査を支援・整備する体制をとっていく。 

７．上記６における使用人の取締役からの独立性に関する事項（第３項第２号） 

・当社は、監査役の職務を補助すべき使用人の人事評価および人事異動に関して、監査役会の意見を必要と

し、取締役からの独立性を確保していく。 

８．取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制（第３項第３

号） 

・当社は、取締役会、経営会議に監査役が出席し、取締役の業務執行を監視する体制をとっていく。 

・当社は、取締役会および経営会議の決議事項に関して、稟議書ならびに議事録および関連資料をもって、そ

れを監査役に報告していく。 

・当社は、監査役が報告を求めた場合は、取締役会ならびに各執行機関がそれに対応する体制をとっていく。

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制（第３項第４号） 

・当社は、監査のため必要あるときは、監査役に、公認会計士、弁護士その他の専門家に依頼する機会を確保

していく。 

・当社は、監査役会と代表取締役が定期的に会合をもち、会社の経営方針を確認するとともに、会社が対処す

べき課題、監査上の重要課題および事業リスク等について意見交換を行っていく。 

③社外取締役および社外監査役との関係 

 当社の社外取締役であるアンクル・サフ氏は、当社の親会社である有限会社フジタ・ホールディングスの取締

役を兼任している。親会社と当社の間に、金銭等の貸借関係、保証・被保証関係等の財務取引、ライセンス等の

供与および設備等の賃貸関係等の営業取引は一切ない。 

 また、その他の社外取締役および社外監査役と当社の間に、財務取引および営業取引は一切ない。 



④会社の機関・内部統制システムに関する模式図 

(2）リスク管理体制の整備の状況 

 上記「(1）会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等 ② 内部統制システムの整備の状況 

２．損失の危険の管理に関する規程その他の体制」に記載のとおり。 



(3）役員報酬の内容 

 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の総額は以下のとおりである。 

取締役 ６名 85百万円 （うち社外 １名 ６百万円） 

監査役 ３名 19百万円 （うち社外 ２名 11百万円） 

 （注）１ 取締役の報酬額は、月額30百万円以内としている。 

２ 監査役の報酬額は、月額４百万円以内としている。 

３ 事業年度の末日における取締役は11名、監査役は３名である。このうち社外取締役６名中５名に対

して報酬等を支払っていない。 

４ 上記には、平成18年６月29日をもって退任した取締役１名および監査役１名の報酬額は含んでいな

い。 

(4）監査報酬の内容 

 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額は以下のとおりである。 

①当社および連結子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額  59百万円 

②上記①の合計額のうち、公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条 

 第１項の業務（監査証明業務）の対価としての報酬等の額        59百万円  

③上記②以外の業務（非監査業務）の対価としての報酬等の額        0百万円 

④上記②のうち、当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額     51百万円 

 （注）１ 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と証券取引法に基づく監査の監

査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、④の金額はこれらの合計額を記載し

ている。 

２ 非監査業務の内容は、海外工事入札資格審査書類に含まれる貸借対照表について信頼性を高めるこ

とを目的として合理的保証を提供する業務である。 

（5）責任限定契約について 

 当社定款においては、社外取締役、社外監査役および会計監査人との間に、任務を怠ったことによる損害賠償

責任について、会社法第425条第１項各号に規定する金額の合計額に限定する契約を締結することができる旨定め

ているが、社外取締役、社外監査役および会計監査人との間に責任限定契約を締結していない。 

（6）会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

 当社都合の場合の他、会計監査人が会社法・公認会計士法等の法令に違反・抵触した場合および公序良俗に反

する行為があったと判断した場合、監査役会は、当該会計監査人の解任または不再任の検討を行う。解任または

不再任が妥当と判断した場合は、取締役会に対して会計監査人の解任または不再任を株主総会の付議議案とする

ことを取締役会に請求し、取締役会はそれを審議する。 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準

じて記載している。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成している。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14

号）により作成している。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則及び建設業法施

行規則に基づき、当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則及び建

設業法施行規則に基づいて作成している。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成18年４月１日から

平成19年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、新日本監査法人の監査を受けている。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金預金 ※３  53,794 56,443 

２ 受取手形・完成工事 
未収入金等 

※９  102,567 110,390 

３ 有価証券   11 11 

４ 販売用不動産   － 877 

５ 未成工事支出金   13,834 15,692 

６ その他たな卸資産 ※３  3,436 3,573 

７ 繰延税金資産   2,118 3,307 

８ 未収入金   － 14,169 

９ その他   10,902 2,998 

貸倒引当金   △446 △386 

流動資産合計   186,219 82.9 207,078 85.6

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1）建物・構築物 ※３ 17,255 15,791 

(2）機械・運搬具・ 
工具器具・備品 

  14,354 13,081 

(3）土地   12,460 12,417 

減価償却累計額   △19,417 △18,226 

有形固定資産合計   24,652 11.0 23,064 9.5

２ 無形固定資産   1,397 0.6 625 0.3

３ 投資その他の資産     

(1）投資有価証券 
※1, 
2,3 

5,519 5,647 

(2）長期貸付金   6,274 5,022 

(3）繰延税金資産   786 84 

(4）その他   8,548 7,359 

貸倒引当金   △8,710 △7,060 

投資その他の資産合計   12,417 5.5 11,054 4.6

固定資産合計   38,467 17.1 34,744 14.4

資産合計   224,686 100 241,823 100 

      
 



    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形・工事未払金等 ※９  130,209 142,705 

２ 短期借入金 ※３  219 244 

３ 未払法人税等   685 338 

４ 未成工事受入金   16,013 23,059 

５ 開発事業等受入金   524 1,453 

６ 工事損失引当金   206 241 

７ 完成工事補償引当金   701 774 

８ 賞与引当金   606 1,275 

９ 事業再構築引当金    － 1,718 

10 預り金   11,302 17,759 

11 その他   2,728 3,312 

流動負債合計   163,198 72.6 192,882 79.8

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金 ※３ 3,179 3,084 

２ 繰延税金負債   － 187 

３ 退職給付引当金   10,955 11,906 

４ 事業再構築引当金   16,488 4,334 

５ その他 ※６ 1,144 836 

固定負債合計   31,767 14.2 20,348 8.4

負債合計   194,966 86.8 213,231 88.2

      

（少数株主持分）     

少数株主持分   2,646 1.2 － －

      
 



    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※７ 14,000 6.2 － －

Ⅱ 資本剰余金   9,524 4.2 － －

Ⅲ 利益剰余金   3,342 1.5 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金   403 0.2 － －

Ⅴ 為替換算調整勘定   △160 △0.1   － －

Ⅵ 自己株式 ※８ △35 △0.0 － －

資本合計   27,074 12.0 － －

負債、少数株主持分及び 
資本合計 

  224,686 100 － － 

      

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１ 資本金   － － 14,000 5.8

２ 資本剰余金   － － 3,217 1.3

３ 利益剰余金   － － 9,031 3.7

４ 自己株式   － － △18 △0.0

株主資本合計   － － 26,230 10.8

Ⅱ 評価・換算差額等     

１ その他有価証券評価差額金   － － 443 0.2

２ 繰延ヘッジ損益   － － △2 △0.0

３ 為替換算調整勘定   － － 76 0.0

評価・換算差額等合計   － － 517 0.2

Ⅲ 少数株主持分   － － 1,844 0.8

純資産合計   － － 28,591 11.8

負債純資産合計   － － 241,823 100

      



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     

１ 完成工事高   301,247 324,078   

２ 開発事業等売上高   22,582 323,830 100 27,210 351,288 100 

Ⅱ 売上原価     

１ 完成工事原価   279,978 300,479   

２ 開発事業等売上原価   19,736 299,715 92.6 23,401 323,881 92.2

売上総利益     

完成工事総利益   21,269 23,598   

開発事業等総利益   2,845 24,115 7.4 3,809 27,407 7.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 16,224 5.0 17,748 5.1

営業利益   7,890 2.4 9,659 2.7

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息   136 373   

２ 受取配当金   49 50   

３ 連結調整勘定償却額   153 －   

４ 負ののれん償却額   － 153   

５ 持分法による投資利益   526 79   

６ 為替差益   179 －   

７ その他   62 1,108 0.4 76 734 0.2

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息   1,741 153   

２ 退職給付会計変更時差異 
償却額 

  1,008 1,004   

３ その他   528 3,278 1.0 458 1,616 0.4

経常利益   5,720 1.8 8,776 2.5

 



    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益     

１ 貸倒引当金戻入益   1,133 248   

２ 固定資産売却益 ※３ 328 1   

３ 投資有価証券売却益   227 2   

４ 関係会社清算益   － 150   

５ 関係会社出資金売却益   610 －   

６ 債務免除益   98,855 －   

７ その他   1,174 102,329 31.6 53 457 0.1

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産売却損 ※４ 21 12   

２ 固定資産除却損 ※５ 71 23   

３ 減損損失  ※６ 603 28   

４ 投資有価証券評価損    － 197   

５ 関係会社株式売却損    － 224   

６ 調査費用等先行投資償却損   1,703 －   

７ 資本構造改善費用   2,199 －   

８ 在外子会社清算等に伴う 
為替換算調整勘定取崩額 

  2,127 －   

９ 補償関連特別費用   － 592   

10 その他   732 7,459 2.3 506 1,586 0.4

税金等調整前当期純利益   100,590 31.1 7,646 2.2

法人税、住民税及び事業税   379 328   

法人税等調整額   △1,752 △1,372 △0.4 △336 △8 △0.0

少数株主損失   180 0.0 190 0.0

当期純利益   102,144 31.5 7,845 2.2

      



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高   15,025 

Ⅱ 資本剰余金増加高   

増資による新株の発行   20,500 

資本金減少差益   5,999 

自己株式処分差益   0 26,499 

Ⅲ 資本剰余金減少高   

欠損填補による資本準備金 
減少額 

  32,000 32,000 

Ⅳ 資本剰余金期末残高   9,524 

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △156,303 

Ⅱ 利益剰余金増加高   

資本金減少による欠損填補額   25,500 

資本準備金減少による 
欠損填補額 

  32,000 

当期純利益   102,144 159,646 

Ⅲ 利益剰余金期末残高   3,342 

    



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月29日の定時株主総会における利益処分項目である。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

14,000 9,524 3,342 △35 26,831

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注）   △2,156   △2,156

当期純利益   7,845   7,845

自己株式の取得   △6,296 △6,296

自己株式の処分   △1 6 5

自己株式の消却   △6,306 6,306 －

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

    

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ △6,307 5,689 16 △601

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

14,000 3,217 9,031 △18 26,230

  評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
 

その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

403 － △160 242 2,646 29,720

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注）     △2,156

当期純利益     7,845

自己株式の取得     △6,296

自己株式の処分     5

自己株式の消却     －

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

40 △2 236 274 △801 △526

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

40 △2 236 274 △801 △1,128

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

443 △2 76 517 1,844 28,591



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益 100,590 7,646

減価償却費 1,735 1,031

減損損失 603 28

貸倒引当金の増加・減少（△）額 △19,678 △521

退職給付引当金の増加・減少（△）額 △69 950

事業再構築引当金の増加・減少（△）額 △3,265 △10,435

調査費用等先行投資償却損 1,703 －

資本構造改善費用 1,113 －

債務免除益 ※５ △98,855 －

在外子会社清算等に伴う為替換算調整 
勘定取崩額 

2,127 －

有価証券・投資有価証券売却損・益（△） △227 △2

投資有価証券評価損  － 197

関係会社株式売却損・益（△） 108 224

関係会社出資金売却益 △610 －

関係会社清算損・益（△）  － △150

有形固定資産売却損・益（△） △307 11

有形固定資産除却損 71 23

受取利息及び受取配当金 △186 △424

支払利息 1,741 153

売上債権の減少・増加（△）額 18,171 △7,727

未成工事支出金の減少・増加（△）額 6,419 △1,857

たな卸資産の減少・増加（△）額 421 △558

長期営業外未収入金の減少・増加（△）額 7,951 －

破産債権、更生債権等の減少・ 
増加（△）額 

11,013 －

仕入債務の増加・減少（△）額 △21,528 12,359

未成工事受入金の増加・減少（△）額 △3,702 7,025

開発事業等受入金の増加・減少（△）額 425 928

その他 △753 2,357

小計 5,013 11,262

利息及び配当金の受取額 206 586

利息の支払額 △1,317 △234

法人税等の支払額 △286 △383

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,617 11,230

   
 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の純減少・増加（△）額 △2,207 △18

有形固定資産の取得による支出 △552 △231

有形固定資産の売却による収入 948 146

投資有価証券の取得による支出 △94 △214

投資有価証券の売却による収入 373 22

貸付けによる支出 △377 △80

貸付金の回収による収入 308 149

連結範囲の変更を伴う関係会社株式の 
取得による収入 

※２ 73 －

連結範囲の変更を伴う関係会社株式の 
売却による収入 

※３ － 734

連結範囲の変更を伴う関係会社株式の 
売却による支出 

※３ △711 －

連結範囲の変更を伴う関係会社出資金の 
売却による収入 

※４ 2,783 －

その他 △24 △114

投資活動によるキャッシュ・フロー 519 394

   

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増加・減少（△）額 10,244 －

長期借入金の借入による収入  － 180

長期借入金の返済による支出 △21,371 △244

株式の発行による収入 39,886 －

配当金の支払額 － △2,155

少数株主への配当金の支払額  － △628

自己株式の処分による収入  － 5

自己株式の取得による支出  － △6,332

自己株式の取得・売却による収入・ 
支出（△）額 

△31 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 28,728 △9,175

   

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 452 120

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少（△）額 33,318 2,569

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 16,476 49,794

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 49,794 52,364

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

  

  

連結子会社数 14社 

 主要な連結子会社名は、「第１ 企業

の概況 ４ 関係会社の状況」に記載の

とおり。 

 フジタビルメンテナンス株式会社は平

成17年９月28日の株式取得に伴い、当連

結会計年度より連結の範囲に含めてい

る。 

 前連結会計年度までの連結子会社のう

ちフジタ建物株式会社は、当連結会計年

度中に当社の会社分割（物的分割）によ

り設立された株式会社ジー・シー・リア

ルエステートの子会社となった。当社は

株式会社ジー・シー・リアルエステート

株式を平成17年９月22日に売却したた

め、フジタ建物株式会社を連結の範囲か

ら除外した。 

 また、上海藤田天山住宅開発有限公司

は、平成18年３月29日に出資持分を売却

したことにより連結の範囲から除外し

た。 

連結子会社数 11社 

 主要な連結子会社名は、「第１ 企業

の概況 ４ 関係会社の状況」に記載の

とおり。 

 合同会社ＨＤ１は新規設立により、当

連結会計年度より連結の範囲に含めてい

る。 

 前連結会計年度までの連結子会社のう

ちフジタ・プロパティ・グアムおよびグ

アム・インターナショナル・トレード・

センターは、平成18年６月30日に保有株

式を売却したことにより連結の範囲から

除外した。  

 また、上海金橋藤田連合開発有限公司

および香港藤田貿易有限公司は清算した

ため、連結の範囲から除外した。 

  

  

  

非連結子会社数 １社 

フジタマレーシア 

 非連結子会社は小規模会社であり、総

資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）および利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていない。 

非連結子会社数 １社 

フジタマレーシア 

 非連結子会社は小規模会社であり、総

資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）および利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないため、連結の範

囲から除外している。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

  

持分法適用会社数 

関連会社 ４社 

 持分法適用の主要な関連会社名ならび

に持分法非適用の非連結子会社名は次の

とおり。 

持分法適用会社数 

関連会社 ４社 

 持分法適用の主要な関連会社名ならび

に持分法非適用の非連結子会社名は次の

とおり。 

  

  

持分法適用の主要な関連会社名 

藤友工業株式会社 

株式会社アルパーク 

持分法適用の主要な関連会社名 

藤友工業株式会社 

株式会社アルパーク 

  

  

  

  

持分法非適用の非連結子会社名 

フジタマレーシア 

 前連結会計年度までの持分法適用関連

会社のうち、株式会社砂原組は保有株式

を平成17年７月22日に売却したことによ

り、持分法適用の範囲から除外した。 

 持分法非適用の非連結子会社は、当期

純損益（持分に見合う額）および利益剰

余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響

が軽微であるため、持分法の適用から除

外している。 

持分法非適用の非連結子会社名 

フジタマレーシア 

  

  

  

  

 持分法非適用の非連結子会社は、当期

純損益（持分に見合う額）および利益剰

余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響

が軽微であるため、持分法の適用から除

外している。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち連結決算日と異なる

決算日の会社は、12月31日が７社、２月

28日が１社である。 

 連結財務諸表作成にあたっては、同決

算日現在の財務諸表を使用している。た

だし、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行

っている。 

 連結子会社のうち連結決算日と異なる

決算日の会社は、12月31日が３社、１月

31日が１社、２月28日が１社である。 

 連結財務諸表作成にあたっては、同決

算日現在の財務諸表を使用している。た

だし、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行

っている。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

  

有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  

  

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定している） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定している） 

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  

  

デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同左 

  

  

  

たな卸資産 

① 販売用不動産 

個別法による原価法 

たな卸資産 

① 販売用不動産 

同左 

  

  

② 未成工事支出金 

個別法による原価法 

② 未成工事支出金 

同左 

  

  

③ その他たな卸資産 

主として個別法による原価法 

③ その他たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却方法 

  

  

有形固定資産 

 当社および国内連結子会社は主として

定率法（ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除く）は定

額法）を採用し、在外連結子会社は主に

定額法を採用している。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

ある。 

建物・構築物        ５～50年 

機械・運搬具・工具器具・備品 

２～20年 

有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

無形固定資産 

定額法によっている。 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいている。 

無形固定資産 

同左 

  

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒による損失

に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上している。 

貸倒引当金 

同左 

  

  

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備えるた

め、当連結会計年度末手持工事のうち重

要な損失の見込まれるものについて、そ

の損失見込額を計上している。 

工事損失引当金 

同左 

  

  

完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の費用に備え

るため、当連結会計年度の完成工事高に

対する将来の見積補償額に基づいて計上

している。 

完成工事補償引当金 

同左 

  

  

賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、将

来支給見込額に基づき計上している。 

賞与引当金 

同左 

  

  

事業再構築引当金 

 当社策定の「新中期経営計画」実施に

より発生が見込まれる損失に備えるた

め、当連結会計年度末において合理的に

見積もられる金額を計上している。 

事業再構築引当金 

同左 

  

  

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき計上してい

る。 

 会計基準変更時差異は、15年による按

分額を費用処理している。 

 連結子会社の過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（12年）による定額法により

費用の減額処理をしている。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（主として10年）

による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしている。 

 なお、当社は会社分割により会計基準

変更時差異および数理計算上の差異を承

継しており、上記費用処理年数は承継前

も含めた年数となっている。 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき計上してい

る。 

 会計基準変更時差異は、15年による按

分額を費用処理している。 

 連結子会社の過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（８年）による定額法により

費用の減額処理をしている。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（主として10年）

による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしている。 

 なお、当社は会社分割により会計基準

変更時差異および数理計算上の差異を承

継しており、上記費用処理年数は承継前

も含めた年数となっている。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4）重要な外貨建資産又は

負債の本邦通貨への換

算基準 

 外貨建金銭債権債務は連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理している。また、在

外子会社等の資産・負債は当該子会社の

決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主持分および資本

の部における為替換算調整勘定に含めて

計上している。 

 なお、在外子会社等の収益・費用は当

該子会社の決算日の直物為替相場により

円貨に換算している。 

 外貨建金銭債権債務は連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理している。また、在

外子会社等の資産・負債は当該子会社の

決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替

換算調整勘定および少数株主持分に含め

て計上している 

 なお、在外子会社等の収益・費用は当

該子会社の決算日の直物為替相場により

円貨に換算している。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

 外貨建金銭債権債務等の為替変動リ

スクをヘッジするために、為替予約を

行っている。 

 当連結会計年度においてヘッジ会計

の要件を満たしている、為替予約の付

された外貨建金銭債権債務等について

は、振当処理を行っている。 

① ヘッジ会計の方法 

 外貨建金銭債権債務等の為替変動リ

スクをヘッジするために、為替予約お

よび外貨預金を行っている。 

 当連結会計年度においてヘッジ会計

の要件を満たしている、為替予約等の

付された外貨建金銭債権債務等につい

ては、振当処理を行っている。 

  

  

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

為替予約および外貨預金 

  

  

ヘッジ対象 

外貨建金銭債権債務等 

  ヘッジ対象 

   外貨建金銭債権債務等 

  

  

③ ヘッジ方針 

 デリバティブ取引の権限規定に基づ

き、一定の範囲内で為替リスクをヘッ

ジしている。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  

  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約の締結時に、リスク管理方

針に従って、米通貨建による同一金額

で同一期日の為替予約をそれぞれ振当

てているため、その後の為替相場の変

動による相関関係は完全に確保されて

いるので決算日における有効性の評価

を省略している。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

① 完成工事高の計上基準 

 完成工事高の計上は、工期12ヶ月以

上かつ請負金額１億円以上の工事につ

いては、工事進行基準により、それ以

外の工事については工事完成基準によ

っている。また、在外連結子会社は所

在地国の会計基準に従い、全ての工事

について工事進行基準によっている。 

 なお、工事進行基準によった完成工

事高は、170,874百万円である。 

① 完成工事高の計上基準 

 完成工事高の計上は、工期12ヶ月以

上かつ請負金額１億円以上の工事につ

いては、工事進行基準により、それ以

外の工事については工事完成基準によ

っている。また、在外連結子会社は所

在地国の会計基準に従い、全ての工事

について工事進行基準によっている。 

 なお、工事進行基準によった完成工

事高は、190,294百万円である。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

  

② 繰延資産の処理方法 

 新株発行費等は、支出時に全額費用

として処理している。 

―――――――― 

  

  

  

（会計処理の変更） 

 新株発行費等は、従来商法施行規則

に規定する最長期間（３年間）にわた

り均等償却していたが、当連結会計年

度に当社策定の「新中期経営計画」に

基づく財務体質上の課題の根本的解決

策として債務免除、優先株式の無償強

制消却等が実施されたことを機に、財

務内容の更なる健全化を図ることと

し、当連結会計年度より支出時に全額

費用として処理する方法に変更した。

これにより当連結会計年度に支出した

新株発行費等1,119百万円を資本構造改

善費用に含めて特別損失に計上してい

る。 

 また、前連結会計年度より繰越され

た新株発行費等については、当該発生

原因となった優先株式が平成17年８月

において無償強制消却されたことか

ら、８月末の新株発行費等残高につい

ても、同様の趣旨から資本構造改善費

用に含めて特別損失に計上している。 

 この変更により、従来の方法によっ

た場合と比較して、経常利益は399百万

円増加し、税金等調整前当期純利益は

746百万円減少している。 

  

  

  

  

  

③ 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっている。 

③ 消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産および

負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産および負債の評価に

ついては、全面時価評価法によってい

る。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、発生

年度以降５年間で均等償却している。 

―――――――― 

７ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

――――――――  のれんおよび負ののれんの償却につい

ては、発生年度以降５年間で均等償却し

ている。  

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成している。 

―――――――― 

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金および容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなる。 

同左 



会計処理の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））および「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日）が平成17年４月１日以後開始す

る事業年度から適用されたことに伴い、当連結会計年度

より同会計基準および同適用指針を適用している。 

 これにより税金等調整前当期純利益は603百万円減少し

ている。 

 なお、減損損失累計額については、各資産の金額から

直接控除している。 

  

―――――――――― 

―――――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、26,749

百万円である。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成している。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

―――――――――― 

  

（連結貸借対照表） 

 前連結会計年度において、流動資産の「その他」に含

めて表示していた「未収入金」（前連結会計年度末8,811

百万円）は、資産総額の100分の５を超えたため、当連結

会計年度より区分掲記している。 

 （連結損益計算書） 

 前連結会計年度において、特別利益の「前期損益修正

益」に含めて表示していた「貸倒引当金戻入益」（前連

結会計年度67百万円）については、重要性が増したた

め、当連結会計年度より区分掲記している。 

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度より「負の

のれん償却額」としている。 

 前連結会計年度において、特別損失の「その他」に含

めて表示していた「投資有価証券評価損」（前連結会計

年度17百万円）および「関係会社株式売却損」（前連結

会計年度108百万円）は、特別損失の総額の100分の10を

超えたため、当連結会計年度より区分掲記している。。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度において、営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めていた「破産債権、更生

債権等の減少・増加（△）額」（前連結会計年度1,625百

万円）、および「長期営業外未収入金の減少・増加

（△）額」（前連結会計年度△3,715百万円）について

は、重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記

している。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度において、営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めていた「投資有価証券評

価損」（前連結会計年度17百万円）は、重要性が増した

ため、当連結会計年度より区分掲記している。  

 前連結会計年度において、区分掲記していた営業活動

によるキャッシュ・フローの「破産債権、更生債権等の

減少・増加（△）額」（当連結会計年度△24百万円）、

および「長期営業外未収入金の減少・増加（△）額」

（当連結会計年度293百万円）については、重要性が低下

したため、当連結会計年度より営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示している。 



追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

Ⅰ 「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象また

は状況」の解消について 

 当社グループは、当社が策定した「財務体質上の課

題の根本的解決」と「収益基盤の強化」を柱とした

「新中期経営計画」（平成17年３月31日策定）に沿っ

て、前連結会計年度において148,977百万円の事業再構

築費用を計上したため、145,206百万円の当期純損失と

なり、前連結会計年度末において119,240百万円の債務

超過となっておりました。 

 当社グループは、「財務体質上の課題の根本的解

決」のために、「新中期経営計画」において計画され

ていた410億円程度の第三者割当増資による資本増強

と、関係金融機関からの910億円程度の債務免除、なら

びに建設関連不動産販売事業部門の会社分割の実現に

向けてグループを挙げて取り組んでまいりました。 

 410億円程度の第三者割当増資につきましては、平成

17年９月29日に、総額41,000百万円の第三者割当増資

を実施し、ゴールドマン・サックスの関連会社である

有限会社フジタ・ホールディングスにすべて引受けて

いただきました。 

 関係金融機関からの910億円程度の債務免除につきま

しては、平成17年６月10日開催の「私的整理に関する

ガイドライン」に基づく第２回債権者会議において、

「新中期経営計画」に対し、全対象債権者の同意書を

提出いただき、総額98,855百万円の債務免除が決定

し、平成17年９月29日に債務免除が実行されました。 

 建設関連不動産販売事業部門の会社分割につきまし

ては、平成17年８月２日に建設関連不動産販売事業部

門を会社分割し、新設した株式会社ジー・シー・リア

ルエステートへ販売用不動産等の資産39,632百万円と

短期借入金等の負債39,622百万円を承継させました。

更に資産の減損リスクを断ち切るために、平成17年９

月22日に同社株式のすべてをグループ外の第三者へ譲

渡いたしました。 

 これら「新中期経営計画」に基づく一連の施策の実

行により、当連結会計年度末の株主資本は27,074百万

円となり債務超過を解消するとともに、不動産の所有

に起因する地価下落等による資産の減損リスクを断ち

切り、財務体質上の課題を根本的に解決することがで

きました。 

固定資産の保有目的の変更について 

 当連結会計年度において、賃貸事業目的で保有して

いた不動産の保有目的を変更したため、無形固定資産

（借地権）422百万円および建物・構築物10百万円を販

売用不動産に振替えている。 

  

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 現在は、「新中期経営計画」に基づき、「選択と集

中の実践による収益基盤の強化」を基本方針とし、首

都圏地域への経営資源の集中、当社グループの主力で

ある民間建築分野の中でも特に、商業、物流、医療福

祉および工場の４分野を重点分野として、強化を図っ

ております。当連結会計年度の連結売上高につきまし

ては、323,830百万円と計画比7,730百万円の増加、連

結営業利益は7,890百万円と計画比290百万円の増加、

連結経常利益は5,720百万円と計画比2,320百万円の増

加となりました。 

 当該状況により、当連結会計年度末において、当社

グループでは、継続企業の前提に関する重要な疑義を

抱かせる事象または状況は解消しております。したが

いまして、前連結会計年度の連結財務諸表に注記した

「継続企業の前提に関する重要な疑義を抱かせる事象

または状況」に関する注記については、当連結会計年

度における連結財務諸表には注記しておりません。 

 

Ⅱ 重要な訴訟の判決について 

 当社が、株式会社長谷工コーポレーションを相手に

下請負代金の支払を求めて提起した訴訟に関し、平成

18年５月31日に大阪高等裁判所において控訴審判決の

言渡しがあった。 

 本件訴訟は、株式会社メイヨーを発注者、株式会社

長谷工コーポレーションを元請負人、当社を一括下請

負人とする「（仮称）ホテルシェレナＰＲ棟増築工

事」について、株式会社長谷工コーポレーションが当

社との間の請負契約の約定に従った請負代金3,583百万

円およびこれに関する違約金ならびに遅延損害金の支

払を行わないことから、その支払を求めて、訴訟を提

起したものである。 

 平成14年５月10日に大阪地方裁判所に訴訟を提起

し、第一審の判決言渡しは平成16年５月27日に行われ

ており、当該判決において当社の主張が全面的に認め

られていたが、同年５月28日に株式会社長谷工コーポ

レーションより控訴されていたものである。 

 控訴審判決の要旨は次のとおりである。 

１．控訴人（株式会社長谷工コーポレーション）は、

被控訴人（株式会社フジタ）に対し、金2,796百万

円及びこれに対する平成14年５月30日から支払済

みまで年36.5パーセントの割合による金員を支払

え。 

２．控訴人は、被控訴人から「ホテルシェレナＰＲ

棟」の建物の引渡を受けるのと引き換えに、金787

百万円及びこれに対する平成16年12月18日から支

払済みまで年６分の割合による金員を支払え。 

  

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．訴訟費用は、第一、二審を通じてこれを５分し、

その２を被控訴人の、その余を控訴人の負担とす

る。 

４．上記１．２．は、仮に執行することができる。 

 平成18年６月12日、株式会社長谷工コーポレーショ

ンは、上記大阪高等裁判所の判決を不服とし、最高裁

判所へ上告した。 

 現在、上記１．に係る元金2,796百万円及びこれに対

する平成14年５月30日から支払済みまでの年36.5パー

セントの割合による金員相当額である4,090百万円のあ

わせて6,886百万円の支払を受けている。 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ このうち、有価証券消費貸借契約に基づく貸付額 

2,471百万円 

―――――――――― 

  

※２ このうち、非連結子会社および関連会社に対する

株式 

705百万円 

※２ このうち、非連結子会社および関連会社に対する

株式 

784百万円 

※３ 以下の資産は、長期借入金3,179百万円及び短期借

入金214百万円（うち長期借入金からの振替分214

百万円）等の担保に供している。 

※３ 以下の資産は、長期借入金3,084百万円及び短期借

入金244百万円（うち長期借入金からの振替分244

百万円）等の担保に供している。 

現金預金 2,136百万円

建物・構築物 6,685 

投資有価証券 38 

計 8,860百万円

現金預金 2,746百万円

その他たな卸資産  207 

建物・構築物 6,377 

計 9,330百万円

 ４ 偶発債務（保証債務・保証予約等） 

(1）持分法適用の関連会社の借入金に対する保証 

 ４ 偶発債務（保証債務等） 

(1）持分法適用の関連会社の借入金に対する保証 

㈱アルパーク 1,038百万円

計 1,038百万円

㈱アルパーク 1,772百万円

計 1,772百万円

(2）得意先等の金融機関からの借入金に対する保証

等 

(2）得意先等の金融機関からの借入金に対する保証 

門司港開発㈱ 3,815百万円

木更津市中尾・伊豆島土地区画

整理組合 
2,491 

大分シティ開発㈱ 1,220 

計 7,527百万円

門司港開発㈱ 3,512百万円

大分シティ開発㈱  701 

計 4,213百万円

(3）得意先が行うマンション購入者への手付金保証

契約に対する保証 

(3）得意先が行うマンション購入者への手付金保証

契約に対する保証 

㈱伊藤ショウ 他２件 220百万円

計 220百万円

㈱伊藤ショウ 595百万円

㈱サンシティ  205 

計 801百万円

(4）その他の保証 (4）その他の保証 

従業員 26百万円

計 26百万円

合計 8,813百万円

従業員 23百万円

計 23百万円

合計 6,811百万円

 ５ 受取手形割引高 1,106百万円

受取手形裏書譲渡高 67百万円

売上債権譲渡高 1,036百万円

 ５ 受取手形裏書譲渡高 116百万円

※６ このうち連結調整勘定 183百万円 ―――――――――― 

※７ 発行済株式総数 ―――――――――― 

普通株式 44,444千株

Ｃ種優先株式 44,444千株

 

Ｃ種優先株式の内容については、「第４ 提出会

社の状況 １ 株式等の状況」に記載している。 

  

 



前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※８ 連結会社および持分法を適用した関連会社が保有

する自己株式の数は、普通株式33千株である。 

―――――――――― 

 ―――――――――― ※９ 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理している。 

    なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日

であったため、次の満期手形が当連結会計年度末

日残高に含まれている。 

受取手形 261百万円

支払手形 11百万円



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は

次のとおりである。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は

次のとおりである。 

従業員給料手当 5,369百万円

地代家賃 2,036百万円

退職給付費用 893百万円

賞与引当金繰入額 222百万円

従業員給料手当 5,564百万円

地代家賃 2,024百万円

退職給付費用 1,020百万円

賞与引当金繰入額 544百万円

※２ 研究開発費 

一般管理費に含まれる研究開発費は924百万円であ

る。 

※２ 研究開発費 

一般管理費に含まれる研究開発費は958百万円であ

る。 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 ※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

土地 280百万円

建物・構築物 24 

機械・運搬具・工具器具・備品 23 

計 328百万円

機械・運搬具・工具器具・備品 1百万円

計 1百万円

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 ※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 

機械・運搬具・工具器具・備品 11百万円

土地 9 

計 21百万円

土地 7百万円

建物・構築物 2 

機械・運搬具・工具器具・備品 2 

無形固定資産  0 

計 12百万円

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 ※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

機械・運搬具・工具器具・備品 56百万円

建物・構築物 14 

計 71百万円

建物・構築物 13百万円

機械・運搬具・工具器具・備品 10 

計 23百万円

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※６ 減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上した。 

※６ 減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上した。 

用途 種類 場所 件数 

プレキャストコ
ンクリート（Ｐ
Ｃ）製造工場 

建物及び
機械装置

等 
千葉県 １件 

遊休不動産 
建物及び 
土地等 

広島市 
他 

５件 

用途 種類 場所 件数 

遊休不動産 
建物及び
無形固定
資産 

長野県 １件 

 減損損失を認識したPC製造工場及び遊休不動産

については、それぞれ個別の物件ごとにグルーピ

ングしている。 

 上記の事業用資産については、厳しい価格競争

の影響により収益性が著しく低下したため、ま

た、遊休不動産については今期用途変更を行い遊

休資産となり、今後の利用計画もないため、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（603百万円）として計上した。その内訳

は、建物170百万円、土地・借地権330百万円、機

械装置等102百万円である。 

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額に

より測定している。正味売却価額は、重要性が乏

しいものを除き不動産鑑定基準に基づいて算定し

た見積価額又は購入申込価額から処分費用見込額

を差し引いて算定している。 

 減損損失を認識した遊休不動産については、個

別の物件ごとにグルーピングしている。 

 上記の遊休不動産については、売却することを

決定したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（28百万円）として計

上した。その内訳は、建物16百万円、無形固定資

産（借地権）12百万円である。 

 なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額

により測定している。正味売却価額は購入申込価

額から処分費用見込額を差し引いて算定してい

る。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１ 普通株式の発行済株式総数の減少14,000,000株は、自己株式の消却による減少である。 

    ２ 普通株式の自己株式の株式数の増加14,021,516株は、特定の株主からの取得による増加14,000,000株、単元

未満株式の買取りによる増加21,512株、関連会社の持分変更による増加４株である。 

    ３ 普通株式の自己株式の株式数の減少14,011,571株は、自己株式の消却による減少14,000,000株、単元未満株

式の買増請求による売渡しによる減少11,571株である。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 （注）Ｃ種優先株式の１株当たり配当額は、銭単位未満を四捨五入している。 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 （注）Ｃ種優先株式の１株当たり配当額は、銭単位未満を四捨五入している。 

  
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 44,444,445 ― 14,000,000 30,444,445 

Ｃ種優先株式 44,444,445 ― ― 44,444,445 

合計 88,888,890 ― 14,000,000 74,888,890 

自己株式         

普通株式 33,720 14,021,516 14,011,571 43,665 

合計 33,720 14,021,516 14,011,571 43,665 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 

普通株式 44 1.00 

平成18年３月31日 平成18年６月29日

Ｃ種優先株式      

 優先配当金 1,763 39.69 

 参加条項に

よる配当金 
348 7.84 

 合計 － 2,156 － －  －  

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり
配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月29日 

取締役会 

普通株式 30 利益剰余金 1.00 

平成19年３月31日 平成19年６月29日

Ｃ種優先株

式  
      

 優先配当金 1,855 利益剰余金 41.74 

 参加条項に

よる配当金 
346 利益剰余金 7.80 

 合計 － 2,232 － － －  －  



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金預金勘定 53,794百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
△3,999 

現金及び現金同等物の期末残高 49,794百万円

現金預金勘定 56,443百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
 △4,078 

現金及び現金同等物の期末残高 52,364百万円

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産および負債の主な内容 

(1）フジタビルメンテナンス㈱ 

―――――――――― 

  

  （平成17年９月30日現在） 

流動資産 579百万円

固定資産 34百万円

資産合計 613百万円

流動負債 375百万円

固定負債 184百万円

負債合計 560百万円

 

※３ 株式の売却により連結子会社ではなくなった会社

の資産および負債の主な内容 

※３ 株式の売却により連結子会社ではなくなった会社

の資産および負債の主な内容 

(1）㈱ジー・シー・リアルエステート 

（平成17年７月31日現在） 

(1）フジタ・プロパティ・グアム 

（平成17年12月31日現在） 

流動資産 34,470百万円

固定資産 5,162百万円

資産合計 39,632百万円

流動負債 34,586百万円

固定負債 5,036百万円

負債合計 39,622百万円

流動資産 543百万円

固定資産 2,367百万円

資産合計 2,911百万円

流動負債 30百万円

固定負債 15百万円

負債合計 46百万円

(2）フジタ建物㈱ 

（平成17年７月31日現在） 

(2）グアム・インターナショナル・トレード・セン

ター 

（平成17年12月31日現在） 

流動資産 421百万円

固定資産 11,054百万円

資産合計 11,475百万円

流動負債 588百万円

固定負債 7,030百万円

負債合計 7,619百万円

流動資産 138百万円

固定資産 546百万円

資産合計 685百万円

流動負債 0百万円

負債合計 0百万円

※４ 出資金の売却により連結子会社ではなくなった会 

社の資産および負債の主な内容 

―――――――――― 

(1）上海藤田天山住宅開発有限公司 

（平成17年12月31日現在） 

  

  

流動資産 654百万円

固定資産 7,051百万円

資産合計 7,706百万円

流動負債 2,470百万円

固定負債 2,081百万円

負債合計 4,552百万円

 

 



次へ 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※５ 重要な非資金取引の内容 ―――――――――― 

債務免除による短期借入金 

減少額 
78,102百万円

債務免除による長期借入金 

減少額 
20,752百万円

計 98,855百万円

 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ 借主側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額 

１ 借主側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 

(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械・運搬
具・工具器
具・備品 

796 582 213 

無形固定資産 35 29 6 

合計 832 611 220 

取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 

(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

建物・構築物 29 2 26

機械・運搬
具・工具器
具・備品 

425 224 200

無形固定資産 35 9 26

合計 490 236 254

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 158百万円

１年超 61 

合計 220百万円

１年内 76百万円

１年超 177 

合計 254百万円

 なお、取得価額相当額および未経過リース料期

末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定している。 

同左 

③ 支払リース料および減価償却費相当額 ③ 支払リース料および減価償却費相当額 

支払リース料 188百万円

減価償却費相当額 188百万円

支払リース料 192百万円

減価償却費相当額 192百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

――――――― 

  

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はないので、項

目等の記載は省略している。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２ 貸主側 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額および期

末残高 

２ 貸主側 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額および期

末残高 

  
取得価額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高額
(百万円) 

機械・運搬
具・工具器
具・備品 

940 678 261 

取得価額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高額
(百万円) 

機械・運搬
具・工具器
具・備品 

228 151 76

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 106百万円

１年超 148 

合計 254百万円

１年内 38百万円

１年超 55 

合計 93百万円

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高および見積残存価額の残高の

合計額が営業債権の期末残高等に占める割合が低

いため、受取利子込み法により算定している。 

同左 

③ 受取リース料、減価償却費 ③ 受取リース料、減価償却費 

受取リース料 96百万円

減価償却費 53百万円

受取リース料 107百万円

減価償却費 40百万円



（有価証券関係） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

連結貸借対 
照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対 
照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1）時価が連結貸借対照表計上

額を超えるもの 
            

国債・地方債等 － － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

小計 － － － － － － 

(2）時価が連結貸借対照表計上

額を超えないもの 
            

国債・地方債等 10 10 － 10 10 － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

小計 10 10 － 10 10 － 

合計 10 10 － 10 10 － 

  

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1）連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 
            

株式 1,728 2,427 699 1,375 2,146 771 

債券             

国債・地方債等 － － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

小計 1,728 2,427 699 1,375 2,146 771 

(2）連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 
            

株式 205 194 △11 560 542 △17 

債券             

国債・地方債等 － － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

小計 205 194 △11 560 542 △17 

合計 1,934 2,621 687 1,935 2,689 753 



３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

４ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

(1）その他有価証券 

５ その他有価証券のうち満期のあるものの連結決算日後における償還予定額 

次へ 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

売却額 371百万円 22百万円 

売却益の合計 225百万円 2百万円 

売却損の合計 －百万円 －百万円 

  
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

非上場株式 2,191百万円 2,173百万円 

非上場外国債券 1百万円 1百万円 

  

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

債券                 

国債・地方債等 － － － － － － － － 

社債 － － － － － － － － 

その他 1 － － － 1 － － － 

その他 － － － － － － － － 

合計 1 － － － 1 － － － 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はない。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はない。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社グループは為替変動リスクを回避するために為替

予約取引を行なっている。なお、投機目的のデリバティ

ブ取引は行なっていない。 

 当社グループが利用している為替予約取引は、為替変

動リスクを有している。なお、当該為替予約取引の取引

先はいずれも信用度の高い国際的な金融機関であるた

め、取引先の信用リスクはないと判断している。 

 為替予約取引の取り組みにおいては、内規に基づき、

管理部門責任者が取引の決裁を行ない、財務部門におい

て取引内容の確認・取引の実行・リスク管理がなされて

いる。 

同左 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社および国内連結子会社４社は、確定給付型の制

度として、適格退職年金制度および退職一時金制度

を設けている。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社および国内連結子会社４社は、確定給付型の制

度として、適格退職年金制度および退職一時金制度

を設けている。 

当社は退職ポイント制を採用しているが、平成19年

４月５日付で退職ポイントの付与数の見直しを含む

退職金規程の改訂を行った。これにより、翌連結会

計年度に過去勤務債務204百万円が生じている。 

２ 退職給付債務に関する事項（平成18年３月31日） ２ 退職給付債務に関する事項（平成19年３月31日） 

退職給付債務 △25,538百万円

年金資産 1,723  

未積立退職給付債務 △23,814  

会計基準変更時差異の未処理額 9,125  

未認識数理計算上の差異 3,855  

未認識過去勤務債務 △121  

連結貸借対照表計上額 △10,955  

前払年金費用 －  

退職給付引当金 △10,955  

退職給付債務 △25,802百万円

年金資産 3,007  

未積立退職給付債務 △22,795  

会計基準変更時差異の未処理額 8,043  

未認識数理計算上の差異 2,925  

未認識過去勤務債務 △79  

連結貸借対照表計上額 △11,906  

前払年金費用 －  

退職給付引当金 △11,906  

（注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用している。 

（注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用している。 

３ 退職給付費用に関する事項（自平成17年４月１日 

至平成18年３月31日） 

３ 退職給付費用に関する事項（自平成18年４月１日 

至平成19年３月31日） 

勤務費用 1,180百万円

利息費用 697  

期待運用収益 △57  

会計基準変更時差異の費用処理額 1,008  

数理計算上の差異の費用処理額 675  

過去勤務債務の費用処理額 △13  

退職給付費用 3,491  

勤務費用 1,080百万円

利息費用 634  

期待運用収益 △43  

会計基準変更時差異の費用処理額 1,004  

数理計算上の差異の費用処理額 606  

過去勤務債務の費用処理額 △22  

退職給付費用 3,260  

（注）１ 簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は、勤務費用に計上している。 

（注）１ 簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は、勤務費用に計上している。 

      ２ 上記退職給付費用以外に、一部の子会社

において希望退職者の募集を行ったこと

により、特別退職費用96百万円を特別損

失（その他）に計上している。内訳は、

臨時の割増退職金21百万円、大量退職に

よる会計基準変更時差異の償却76百万

円、数理計算上の差異の償却18百万円、

過去勤務債務の償却△19百万円である。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.5％～3.0％

期待運用収益率 2.5％～3.0％

過去勤務債務の額の処理年数 12年 

数理計算上の差異の処理年数 主として10年

会計基準変更時差異の処理年数 15年 

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.5％ 

期待運用収益率 2.5％ 

過去勤務債務の額の処理年数 ８年 

数理計算上の差異の処理年数 主として10年

会計基準変更時差異の処理年数 15年 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載している。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

（注）付与日における公正な評価単価については、会社法施行日より前にストック・オプションを付与しているため記載

していない。 

  
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役   ４名 

当社執行役員  16名 

当社職員  2,389名 

当社取締役会の決議により特に指定された当社使用人 261名 

株式の種類別のストック・オプションの数（注） 普通株式 1,373,188株 

付与日 平成18年４月27日 

権利確定条件 
 「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 （2）新株予約

権等の状況」に記載している。 

対象勤務期間  同上 

権利行使期間  同上 

    
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前 （株）   

前連結会計年度末   － 

付与   1,373,188 

失効   － 

権利確定   － 

未確定残   1,373,188 

権利確定後 （株）   

前連結会計年度末   － 

権利確定   － 

権利行使   － 

失効   － 

未行使残   － 

   
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 115 

行使時平均株価 （円） － 

公正な評価単価（付与日） （円） － 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

繰延税金資産  

退職給付引当金損金算入限度

超過額 
4,457百万円

繰越欠損金 5,599 

貸倒引当金損金算入限度超過

額 
3,024 

非上場株式評価損 478 

固定資産評価減 6,513 

事業再構築引当金 6,708 

その他 1,681 

繰延税金資産小計 28,463 

評価性引当額 △24,968 

繰延税金資産合計 3,495 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △279 

その他 △310 

繰延税金負債合計 △590 

繰延税金資産の純額 2,904百万円

繰延税金資産  

販売用不動産評価損 936百万円

貸倒引当金 1,917 

固定資産評価損 5,018 

非上場株式評価損 505 

賞与引当金  518 

退職給付引当金 4,844 

事業再構築引当金 2,462 

繰越欠損金 7,974 

その他 2,008 

繰延税金資産小計 26,187 

評価性引当額 △22,608 

繰延税金資産合計 3,579 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △306 

その他 △67 

繰延税金負債合計 △374 

繰延税金資産の純額 3,204百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）  

永久に損金算入されない項目 0.9 

住民税均等割等 0.2 

評価性引当額 △43.3 

その他 0.1 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
△1.4％

法定実効税率 40.7％

（調整）  

永久に損金算入されない項目 4.0 

住民税均等割等 3.1 

評価性引当額 △51.1 

その他 3.2 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
△0.1％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

日本標準産業分類および連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

建設事業  ：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

開発事業  ：都市開発、地域開発等不動産開発全般に関する事業 

その他の事業：建築材料卸売事業、不動産管理事業他 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当連結会計年度2,361百万円で

ある。その主なものは、提出会社本社の総務部門、財務部門および経理部門に係る費用である。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、当連結会計年度41,320百万円である。その主

なものは、提出会社での余資運用資金（現金および有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）および管理

部門に係る資産等である。 

  
建設事業
（百万円） 

開発事業
（百万円） 

その他 
の事業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 301,247 12,597 9,984 323,830 － 323,830 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
367 268 28,671 29,307 (29,307) － 

計 301,615 12,866 38,656 353,138 (29,307) 323,830 

営業費用 293,353 11,108 38,430 342,892 (26,952) 315,939 

営業利益 8,261 1,757 226 10,246 (2,355) 7,890 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
            

資産 166,201 13,790 19,643 199,635 25,051 224,686 

減価償却費 630 881 202 1,713 21 1,735 

減損損失 334 11 257 603 － 603 

資本的支出 334 159 67 560 27 587 



当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

日本標準産業分類および連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

建設事業  ：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

開発事業  ：都市開発、地域開発等不動産開発全般に関する事業 

その他の事業：建築材料卸売事業、不動産管理事業他 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当連結会計年度2,591百万円で

ある。その主なものは、提出会社本社の総務部門、財務部門および経理部門に係る費用である。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、当連結会計年度43,923百万円である。その主

なものは、提出会社での余資運用資金（現金および有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）および管理

部門に係る資産等である。 

  
建設事業
（百万円） 

開発事業
（百万円） 

その他 
の事業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 324,078 16,200 11,010 351,288 － 351,288 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
485 73 24,945 25,504 (25,504) － 

計 324,563 16,273 35,955 376,792 (25,504) 351,288 

営業費用 315,546 13,583 35,413 364,543 (22,914) 341,629 

営業利益 9,017 2,689 541 12,249 (2,590) 9,659 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
            

資産 182,013 12,580 15,631 210,225 31,597 241,823 

減価償却費 564 362 87 1,013 18 1,031 

減損損失 28 － － 28 － 28 

資本的支出 309 35 50 395 (2) 393 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、連結財務諸表規則様式第二号（記載上の注意11）に基づき記載を省略した。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、連結財務諸表規則様式第二号（記載上の注意11）に基づき記載を省略した。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国または地域は以下のとおり。 

アジア   ：中国、香港 

その他の地域：中南米他 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国または地域は以下のとおり。 

アジア   ：中国、韓国 

その他の地域：中南米他 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である。 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 30,467 3,507 33,974 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 323,830 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 9.4 1.1 10.5 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 32,690 4,654 37,344 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 351,288 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 9.3 1.3 10.6 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項なし。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 １株当たりの取得価格については、平成18年８月24日の株式会社東京証券取引所における最終の価格

499円に0.9を乗じた金額である449円である。市場価格に一定の割引率を乗じて取得価格を決定してい

る。 

親会社及び法人主要株主等 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又
は出資金 

（百万円） 

事業の内
容又は職

業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 

（％） 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 

（百万円）役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

親会社 
(有)フジタ・
ホールディン
グス 

東京都 
港区 

3 
有価証券
の取得及
び保有 

(被所有)
直接 46.3 

兼任
 １人 

－
自己株式
の取得 

4,840 － － 

法人主要
株主 

㈱ＡＣリアル
エステート 

東京都 
渋谷区 

10 
有価証券
の保有 

(被所有)
直接 10.9 

－ －
自己株式
の取得 

1,445 － － 



（１株当たり情報） 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 △33.11円 △35.58円 

１株当たり当期純利益 482.88円 15.33円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
428.65円 15.28円 

   当社は、平成17年８月23日に普通

株式10株を１株とする株式併合を行

った。当該株式併合が前期首に行わ

れたと仮定した場合の１株当たり情

報については、以下のとおりとな

る。 

  

  前連結会計年度 

１株当たり純資産額 

△7,463.57円 

１株当たり当期純損失 

7,261.51円 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 

 潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、１株当た

り当期純損失であるため記載し

ていない。 

 

   １株当たり純資産額については、

期末純資産額から「期末発行済優先

株式数×発行価格」および「利益処

分によるＣ種優先株式の優先配当額

（参加条項による優先配当額を除

く）」を控除した金額を、期末発行

済普通株式数（「自己株式」を除

き、「Ｃ種優先株式の転換仮定方式

に準じて算定される普通株式増加

数」を含む）で除して計算してい

る。 

  



 （注）１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（注）２ １株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであ

る。 

 
前連結会計年度末 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度末 

（平成19年３月31日） 

 純資産の部の合計額（百万円）  － 28,591 

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円）  － 42,010 

（うちＣ種優先株式払込額（百万円）） （－） （38,311） 

（うち参加条項による優先配当を除くＣ種優先

株式優先配当額（百万円）） 
（－） （1,855） 

（うち少数株主持分（百万円）） （－） （1,844） 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円）  － △13,418 

 １株当たり純資産額の算定に用いられた期末の 

 普通株式の数（千株） 
－ 377,107 

（うち普通株式数（千株）） （－） （30,400） 

（うちＣ種優先株式の転換仮定方式に準じて算

定される普通株式増加数（千株）） 
（－） （346,706） 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益     

当期純利益（百万円） 102,144 7,845 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 1,763 1,855 

（うち参加条項による優先配当を除くＣ種優

先株式優先配当額（百万円）） 
(1,763) （1,855） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 100,380 5,990 

普通株式の期中平均株式数（千株） 207,879 390,815 

（うち普通株式数（千株）） (32,306) （37,348） 

（うちＣ種優先株式の転換仮定方式に準じて

算定される普通株式増加数（千株）） 
(175,572) （353,466） 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（千株） 26,301 1,199 

（うちＡ種およびＢ種優先株式の普通株式へ

の転換予約権（千株）） 
(26,301) （－） 

（うち新株予約権（千株）） （－） （1,199） 

      

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

────── ────── 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── Ⅰ 重要な訴訟の解決について 

 当社が、株式会社長谷工コーポレーションに対し

下請負代金の支払を求めて提起した訴訟について、

平成18年５月31日付の大阪高等裁判所における控訴

審判決を不服として、株式会社長谷工コーポレーシ

ョンが最高裁判所に上告していたが、平成19年５月

29日付で最高裁判所の上告棄却の決定があり、控訴

審判決が確定した。  

 訴訟の提起から上告棄却決定に至るまでの経緯は

次のとおりである。  

 本件訴訟は、株式会社メイヨーを発注者、株式会

社長谷工コーポレーションを元請負人、当社を一括

下請負人とする「（仮称）ホテルシェレナＰＲ棟増

築工事」について、株式会社長谷工コーポレーショ

ンが当社との間の請負契約の約定に従った請負代金

3,583百万円およびこれに関する違約金ならびに遅延

損害金の支払を行わないことから、その支払を求め

て、訴訟を提起したものである。 

 平成14年５月10日に大阪地方裁判所に訴訟を提起

し、第一審の判決言渡しは平成16年５月27日に行わ

れており、当該判決において当社の主張が全面的に

認められていたが、同年５月28日に株式会社長谷工

コーポレーションより控訴されていたものである。 

 控訴審判決の要旨は次のとおりである。  

１．控訴人（株式会社長谷工コーポレーション）

は、被控訴人（株式会社フジタ）に対し、金

2,796百万円及びこれに対する平成14年５月30

日から支払済みまで年36.5パーセントの割合

による金員を支払え。 

２．控訴人は、被控訴人から「ホテルシェレナＰ

Ｒ棟」の建物の引渡を受けるのと引き換え

に、金787百万円及びこれに対する平成16年12

月18日から支払済みまで年６分の割合による

金員を支払え。 

３．訴訟費用は、第一、二審を通じてこれを５分

し、その２を被控訴人の、その余を控訴人の

負担とする。 

４．上記１．及び２．は、仮に執行することがで

きる。  

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

   その後、平成18年６月12日、株式会社長谷工コー

ポレーションは、上記大阪高等裁判所の判決を不服

とし、最高裁判所へ上告していたが、平成19年５月

29日、最高裁判所において次のとおり決定があっ

た。 

・本件上告を棄却する。 

・本件を上告審として受理しない。 

・上告費用及び上告受理申立費用は上告人兼申立

人の負担とする。 

 上記控訴審判決の確定に伴い既に受領済みの遅延

損害金等約2,800百万円を特別利益に計上する予定で

ある。  

Ⅱ Ｃ種優先株式の併合について 

  当社は、平成19年６月28日開催の定時株主総会に

おいて、以下のとおりＣ種優先株式の併合について

決議した。 

 （1）株式併合の理由 

  平成18年９月27日開催の臨時株主総会決議およ

び同日開催の取締役会決議に基づき、平成18年９

月28日に特定の株主から当社の普通株式を取得

し、消却したことから、Ｃ種優先株式の発行済株

式の総数は、普通株式とＣ種優先株式の発行済株

式の総数の合計に対し、二分の一を超えている。

このため、会社法第115条に基づき、議決権制限株

式であるＣ種優先株式の発行済株式の総数を普通

株式とＣ種優先株式の発行済株式の総数の合計の

二分の一以下にする必要な措置として、Ｃ種優先

株式の併合を行うものである。 

 (2）株式併合の内容 

 ① 併合する株式の種類および割合 

 Ｃ種優先株式の発行済株式の総数44,444,445

株について、５株を１株に併合することによ

り、8,888,889株とする。 

 ② 株式併合の効力発生日 

 平成19年６月29日を予定。  

  また、当社は、Ｃ種優先株主の権利に変動が生じ

ないようにするために、平成19年６月28日開催の定

時株主総会ならびに普通株主およびＣ種優先株主に

よる種類株主総会において、定款に所要の変更を行

うことを決議したほか、平成19年５月29日開催の取

締役会において、Ｃ種優先株式の併合の効力が発生

することを停止条件として、Ｃ種優先株式の単元株

式数を100株から20株に変更する内容の定款変更を決

議した。 

  

 なお、当該Ｃ種優先株式の併合により、１株当た

り情報に及ぼす影響はない。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はない。 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載している。 

２ 長期借入金およびその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内におけ

る返済予定額は以下のとおりである。 

(2）【その他】 

 該当事項はない。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 5 － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 214 244 1.17 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 3,179 3,084 1.55 
平成20年６月～ 

平成35年９月 

その他の有利子負債         

金利負担を伴う預り金         

有価証券消費貸借契約に基づく受入担保金 

（１年以内返済予定） 
1,867 － － － 

社内預金 788 792 0.80 － 

合計 6,055 4,121 － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 424 244 244 244 

その他の有利子負債 － － － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金預金 ※３ 46,259 48,541 

２ 受取手形 ※2,10 617 2,498 

３ 完成工事未収入金 ※２ 92,411 98,857 

４ 開発事業等未収入金   258 236 

５ 有価証券   1 1 

６ 販売用不動産   － 877 

７ 未成工事支出金   12,909 15,102 

８ 開発事業等支出金   1,063 1,320 

９ 材料貯蔵品   247 225 

10 関係会社短期貸付金   3,960 3,000 

11 前払費用   304 327 

12 繰延税金資産   220 3,174 

13 未収入金   8,978 14,316 

14 その他   1,828 2,702 

貸倒引当金   △380 △336 

流動資産合計   168,682 82.5 190,846 86.1

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1）建物   5,924 5,736   

減価償却累計額   △3,383 2,541 △3,378 2,357 

(2）構築物   447 447   

減価償却累計額   △384 62 △395 52 

(3）機械装置   6,919 6,682   

減価償却累計額   △5,911 1,008 △5,822 859 

(4）車両運搬具   187 160   

減価償却累計額   △136 50 △127 32 

(5）工具器具・備品   3,131 2,893   

減価償却累計額   △2,695 436 △2,483 410 

(6）土地   12,184 12,142 

有形固定資産計   16,285 8.0 15,855 7.2

 



    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

２ 無形固定資産     

(1）借地権   465 30 

(2）ソフトウェア   327 347 

(3）その他   193 184 

無形固定資産計   987 0.5 562 0.2

３ 投資その他の資産     

(1）投資有価証券 ※１ 4,621 4,717 

(2）関係会社株式   4,146 2,815 

(3）その他の関係会社 
有価証券 

  － 990 

(4）出資金   42 44 

(5）関係会社出資金   1,320 － 

(6）長期貸付金   5,554 4,330 

(7）従業員長期貸付金   264 253 

(8）関係会社長期貸付金   911 841 

(9）破産債権、更生債権等   122 173 

(10）長期前払費用   63 43 

(11）繰延税金資産   1,958 － 

(12）長期保証金   3,799 3,526 

(13）その他   3,908 3,105 

貸倒引当金   △8,148 △6,518 

投資その他の資産計   18,565 9.0 14,323 6.5

固定資産合計   35,837 17.5 30,741 13.9

資産合計   204,520 100 221,588 100 

      
 



    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形 ※2,10 35,594 39,576 

２ 工事未払金 ※２ 84,836 91,831 

３ 開発事業等未払金 ※２ 485 225 

４ 未払金   1,144 1,469 

５ 未払費用   220 2 

６ 未払法人税等   489 189 

７ 未成工事受入金   14,906 21,288 

８ 開発事業等受入金   524 1,453 

９ 預り金   10,100 16,807 

10 工事損失引当金   196 241 

11 完成工事補償引当金   697 677 

12 賞与引当金   524 1,183 

13 事業再構築引当金   － 1,263 

14 従業員預り金   788 792 

15 その他   1,168 1,597 

流動負債合計   151,678 74.2 178,598 80.6

Ⅱ 固定負債     

１ 繰延税金負債   － 187 

２ 退職給付引当金   10,513 11,306 

３ 事業再構築引当金   15,569 4,334 

４ その他   302 289 

固定負債合計   26,385 12.9 16,117 7.3

負債合計   178,063 87.1 194,716 87.9

      
 



    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※６ 14,000 6.7 － －

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金   3,525 －   

２ その他資本剰余金     

(1）資本金及び資本準備金 
減少差益 

  5,999 －   

(2）自己株式処分差益   0 －   

資本剰余金合計   9,524 4.7 － －

Ⅲ 利益剰余金     

当期未処分利益   2,593 －   

利益剰余金合計   2,593 1.3 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金   374 0.2 － －

Ⅴ 自己株式 ※７ △35 △0.0 － －

資本合計   26,457 12.9 － －

負債・資本合計   204,520 100 － － 

      

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１ 資本金   － － 14,000 6.3

２ 資本剰余金     

(1）資本準備金   － 1,525   

(2）その他資本剰余金   － 1,692   

資本剰余金合計   － － 3,217 1.5

３ 利益剰余金     

(1）その他利益剰余金     

繰越利益剰余金   － 9,263   

利益剰余金合計   － － 9,263 4.2

４ 自己株式   － － △18 △0.0

株主資本合計   － － 26,461 11.9

Ⅱ 評価・換算差額等     

１ その他有価証券評価差額金   － － 413 0.2

２ 繰延ヘッジ損益   － － △2 △0.0

評価・換算差額等合計   － － 410 0.2

純資産合計   － － 26,872 12.1

負債純資産合計   － － 221,588 100

      



②【損益計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     

１ 完成工事高   273,776 294,376   

２ 開発事業等売上高   9,733 283,510 100 15,022 309,398 100 

Ⅱ 売上原価     

１ 完成工事原価   256,018 273,870   

２ 開発事業等売上原価   8,134 264,152 93.2 12,160 286,031 92.4

売上総利益     

完成工事総利益   17,758 20,505   

開発事業等総利益   1,599 19,358 6.8 2,862 23,367 7.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

１ 役員報酬   75 105   

２ 従業員給料手当   3,991 4,354   

３ 賞与引当金繰入額   208 517   

４ 退職給付費用   689 825   

５ 法定福利費   616 867   

６ 福利厚生費   183 183   

７ 修繕維持費   76 80   

８ 事務用品費   874 1,441   

９ 通信交通費   1,212 1,313   

10 動力用水光熱費   86 94   

11 調査研究費 ※１ 944 971   

12 広告宣伝費   31 62   

13 貸倒引当金繰入額   － 16   

14 交際費   162 187   

15 寄付金   26 92   

16 地代家賃   1,796 1,751   

17 減価償却費   98 80   

18 租税公課   500 467   

19 保険料   31 36   

20 雑費   960 12,567 4.4 1,080 14,529 4.7

営業利益   6,791 2.4 8,838 2.9

 



    
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 ※２ 162 380   

２ 受取配当金 ※３  317 311   

３ 為替差益   106 －   

４ その他   32 619 0.2 46 738 0.1

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息   1,460 114   

２ 退職給付会計変更時差異 
償却額 

  864 864   

３ その他   499 2,825 1.0 411 1,390 0.4

経常利益   4,585 1.6 8,185 2.6

Ⅵ 特別利益     

１ 貸倒引当金戻入益   － 249   

２ 固定資産売却益 ※４ 315 0   

３ 関係会社清算益   － 777   

４ 関係会社出資金売却益   1,021 －   

５ 債務免除益   98,855 －   

６ その他   1,381 101,574 35.8 162 1,189 0.4

      

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産売却損 ※５ 20 12   

２ 固定資産除却損 ※６ 70 20   

３ 減損損失 ※７ 346 28   

４ 投資有価証券評価損   － 147   

５ 関係会社株式評価損   1,055 －   

６ 調査費用等先行投資償却損   1,703 －   

７ 資本構造改善費用   2,193 －   

８ 補償関連特別費用   － 592   

９ その他   586 5,975 2.1 361 1,164 0.3

税引前当期純利益   100,184 35.3 8,211 2.7

法人税、住民税及び事業税   262 219   

法人税等調整額   △1,527 △1,264 △0.5 △834 △615 △0.2

当期純利益   101,448 35.8 8,826 2.9

前期繰越損失   156,357 － 

資本金減少による 
欠損填補額 

  25,500 － 

資本準備金減少による 
欠損填補額 

  32,000 － 

当期未処分利益   2,593 － 

      



完成工事原価報告書 

 （注） 原価計算の方法は、個別原価計算である。 

開発事業等売上原価報告書 

 （注） 原価計算の方法は、個別原価計算である。 

    
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

材料費   25,910 10.1 28,329 10.3

労務費   26,324 10.3 28,106 10.3

（うち労務外注費）   (26,324) (10.3) (28,106) (10.3) 

外注費   170,772 66.7 186,462 68.1

経費   33,010 12.9 30,971 11.3

（うち人件費）   (12,777) (5.0) (12,261) (4.5) 

計   256,018 100 273,870 100 

      

    
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

土地代   6,314 77.6 9,898 81.4

土地造成費   261 3.2 483 4.0

建築費   636 7.8 491 4.0

経費   921 11.3 1,286 10.6

計   8,134 100 12,160 100 

      



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

 （注） 日付は株主総会承認年月日である。 

    
前事業年度 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   2,593 

Ⅱ 利益処分額   

１ 配当金   

(1）Ｃ種優先株式優先配当金 
（１株につき39円68銭６厘） 

  1,763 

(2）Ｃ種優先株式参加条項による
優先配当金 
（１株につき７円83銭６厘） 

  348 

(3）普通株式配当金 
（１株につき１円） 

  44 2,156 

Ⅲ 次期繰越利益   436 

    



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月29日の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 
資本準備金 

その他 
資本剰余金 

資本剰余金 
合計 

その他 

利益剰余金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

14,000 3,525 5,999 9,524 2,593 △35 26,082

事業年度中の変動額       

準備金から剰余金への振替   △2,000 2,000 －   －

剰余金の配当（注）     △2,156   △2,156

当期純利益     8,826   8,826

自己株式の取得     △6,296 △6,296

自己株式の処分     △1 △1 6 5

自己株式の消却     △6,306 △6,306 6,306 －

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

      

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ △2,000 △4,307 △6,307 6,669 16 379

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

14,000 1,525 1,692 3,217 9,263 △18 26,461

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額等 

合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

374 － 374 26,457

事業年度中の変動額    

準備金から剰余金への振替    －

剰余金の配当（注）    △2,156

当期純利益    8,826

自己株式の取得    △6,296

自己株式の処分    5

自己株式の消却    －

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

38 △2 35 35

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

38 △2 35 415

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

413 △2 410 26,872



重要な会計方針 

  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式および関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式および関連会社株式 

同左 

  

  

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定している） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定している） 

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

販売用不動産 

個別法による原価法 

販売用不動産 

同左 

  

  

未成工事支出金 

個別法による原価法 

未成工事支出金 

同左 

  

  

開発事業等支出金 

個別法による原価法 

開発事業等支出金 

同左 

  

  

材料貯蔵品 

移動平均法による原価法 

材料貯蔵品 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

  

  

有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除く）に

ついては定額法）によっている。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

ある。 

建物       ５～50年 

構築物      ６～30年 

機械装置     ４～７年 

車両運搬具    ２～７年 

工具器具・備品  ２～20年 

有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

無形固定資産 

 定額法によっている。 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいている。 

無形固定資産 

同左 

  

  

  

長期前払費用 

 均等償却によっている。 

長期前払費用 

同左 

 



  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５ 繰延資産の処理方法 

  

新株発行費等 

 支出時に全額費用として処理してい

る。 

―――――――― 

  

  

  

（会計処理の変更） 

 新株発行費等は、従来商法施行規則に

規定する最長期間（３年間）にわたり均

等償却していたが、当事業年度に「新中

期経営計画」に基づく財務体質上の課題

の根本的解決策として債務免除、優先株

式の無償強制消却等が実施されたことを

機に、財務内容の更なる健全化を図るこ

ととし、当事業年度より支出時に全額費

用として処理する方法に変更した。これ

により当事業年度に支出した新株発行費

等1,113百万円を資本構造改善費用に含め

て特別損失に計上している。 

 また、前事業年度より繰越された新株

発行費等については、当該発生原因とな

った優先株式が平成17年８月において無

償強制消却されたことから、８月末の新

株発行費等残高についても、同様の趣旨

から資本構造改善費用に含めて特別損失

に計上している。 

 この変更により、従来の方法によった

場合と比較して、経常利益は397百万円増

加し、税引前当期純利益は742百万円減少

している。 

  

  

  

  

６ 引当金の計上基準 

  

貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒による損失

に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上している。 

貸倒引当金 

同左 

  

  

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備えるた

め、当事業年度末手持工事のうち重要な

損失の見込まれるものについて、その損

失見込額を計上している。 

工事損失引当金 

同左 

  

  

完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の費用に備え

るため、当期の完成工事高に対する将来

の見積補償額に基づいて計上している。 

完成工事補償引当金 

同左 

  

  

賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、将

来支給見込額に基づき計上している。 

賞与引当金 

同左 

 



  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

  

事業再構築引当金 

 「新中期経営計画」実施により発生が

見込まれる損失に備えるため、当事業年

度末において合理的に見積もられる金額

を計上している。 

事業再構築引当金 

同左 

  

  

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき計上している。 

 会計基準変更時差異は、15年による按

分額を費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各期の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌期から費

用処理することとしている。 

 なお、当社は会社分割により会計基準

変更時差異および数理計算上の差異を承

継しており、上記費用処理年数は承継前

も含めた年数となっている。 

退職給付引当金 

同左 

７ 完成工事高の計上基準  完成工事高の計上は、工期12ヶ月以上

かつ請負金額１億円以上の工事について

は工事進行基準により、それ以外の工事

については工事完成基準によっている。 

 なお、工事進行基準によった完成工事

高は、154,862百万円である。 

 完成工事高の計上は、工期12ヶ月以上

かつ請負金額１億円以上の工事について

は工事進行基準により、それ以外の工事

については工事完成基準によっている。 

 なお、工事進行基準によった完成工事

高は、173,195百万円である。 

８ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。 

同左 

９ ヘッジ会計の方法 

  

① ヘッジ会計の方法 

 外貨建金銭債権債務等の為替変動リ

スクをヘッジするために、為替予約を

行っている。 

 当事業年度においてヘッジ会計の要

件を満たしている、為替予約の付され

た外貨建金銭債権債務等については、

振当処理を行っている。 

① ヘッジ会計の方法 

 外貨建金銭債権債務等の為替変動リ

スクをヘッジするために、為替予約お

よび外貨預金を行っている。 

 当事業年度においてヘッジ会計の要

件を満たしている、為替予約等の付さ

れた外貨建金銭債権債務等について

は、振当処理を行っている。 

  

  

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約および外貨預金 

  

  

ヘッジ対象 

外貨建金銭債権債務等 

ヘッジ対象 

外貨建金銭債権債務等 

 



会計処理の変更 

  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

  

③ ヘッジ方針 

 デリバティブ取引の権限規程に基づ

き、一定の範囲内で為替リスクをヘッ

ジしている。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  

  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約の締結時に、リスク管理方

針に従って、米通貨建による同一金額

で同一期日の為替予約を振当てている

ため、その後の為替相場の変動による

相関関係は完全に確保されているので

決算日における有効性の評価を省略し

ている。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

10 その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっている。 

消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））および「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日）が平成17年４月１日以後開始す

る事業年度から適用されたことに伴い、当事業年度より

同会計基準および同適用指針を適用している。 

 これにより税引前当期純利益は346百万円減少してい

る。 

 なお、減損損失累計額については、各資産の金額から

直接控除している。 

―――――――――― 

―――――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、26,874

百万円である。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成している。 

  



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表） 

 前事業年度まで区分掲記していた「短期保証金」（当

事業年度391百万円）は、総資産の100分の１以下となっ

たため、当事業年度より流動資産の「その他」に含めて

表示している。同様に、「長期営業外未収入金」（当事

業年度1,964百万円）および「入会金」（当事業年度

1,659百万円）は、投資その他の資産の「その他」に含め

て表示している。 

（貸借対照表） 

 前事業年度において「関係会社出資金」として掲記さ

れていたものは、会社法の施行に伴い、当事業年度より

「その他の関係会社有価証券」と表示している。 

（損益計算書） 

 前事業年度まで区分掲記していた特別利益の「前期損

益修正益」（当事業年度238百万円）は、特別利益の総額

の100分の10以下であるため、当事業年度より特別利益の

「その他」に含めて表示している。 

（損益計算書） 

 前事業年度において特別利益の「その他」に含めて表

示していた「貸倒引当金戻入益」（前事業年度238百万

円）は、特別利益の総額の100分の10を超えたため、当事

業年度より区分掲記している。 

 前事業年度において特別損失の「その他」に含めて表

示していた「投資有価証券評価損」（前事業年度17百万

円）は、特別損失の総額の100分の10を超えたため、当事

業年度より区分掲記している。 



追加情報 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

Ⅰ 「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象また

は状況」の解消について 

 当社は、「財務体質上の課題の根本的解決」と「収

益基盤の強化」を柱とした「新中期経営計画」（平成

17年３月31日策定）に沿って、前事業年度において

145,515百万円の事業再構築費用を計上したため、

142,984百万円の当期純損失となり、前事業年度末にお

いて116,335百万円の債務超過となっておりました。 

 当社は、「財務体質上の課題の根本的解決」のため

に、「新中期経営計画」において計画されていた410億

円程度の第三者割当増資による資本増強と、関係金融

機関からの910億円程度の債務免除、ならびに建設関連

不動産販売事業部門の会社分割の実現に向けてグルー

プを挙げて取り組んでまいりました。 

 410億円程度の第三者割当増資につきましては、平成

17年９月29日に、総額41,000百万円の第三者割当増資

を実施し、ゴールドマン・サックスの関連会社である

有限会社フジタ・ホールディングスにすべて引受けて

いただきました。 

 関係金融機関からの910億円程度の債務免除につきま

しては、平成17年６月10日開催の「私的整理に関する

ガイドライン」に基づく第２回債権者会議において、

「新中期経営計画」に対し、全対象債権者の同意書を

提出いただき、総額98,855百万円の債務免除が決定

し、平成17年９月29日に債務免除が実行されました。 

 建設関連不動産販売事業部門の会社分割につきまし

ては、平成17年８月２日に建設関連不動産販売事業部

門を会社分割し、新設した株式会社ジー・シー・リア

ルエステートへ販売用不動産等の資産39,632百万円と

短期借入金等の負債39,622百万円を承継させました。

更に資産の減損リスクを断ち切るために、平成17年９

月22日に同社株式のすべてをグループ外の第三者へ譲

渡いたしました。 

 これら「新中期経営計画」に基づく一連の施策の実

行により、当期末の株主資本は26,457百万円となり債

務超過を解消するとともに、不動産の所有に起因する

地価下落等による資産の減損リスクを断ち切り、財務

体質上の課題を根本的に解決することができました。 

固定資産の保有目的の変更について 

 当事業年度において、賃貸事業目的で保有していた

不動産の保有目的を変更したため、借地権422百万円お

よび建物10百万円を販売用不動産に振替えている。 

 



前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 現在は、「新中期経営計画」に基づき、「選択と集

中の実践による収益基盤の強化」を基本方針とし、首

都圏地域への経営資源の集中、当社の主力である民間

建築分野の中でも特に、商業、物流、医療福祉および

工場の４分野を重点分野として、強化を図っておりま

す。業績の先行指標といわれる受注につきましては、

当事業年度実績268,483百万円と計画比12,483百万円の

増加（通期受注目標256,000百万円）を達成しました。

内訳は、建築206,557百万円、土木61,925百万円です。

特に建築の重点４分野につきましては、年間計画

（78,000百万円）に対して、118,457百万円を達成しま

した。当事業年度の売上高につきましては、283,510百

万円と計画比610百万円の増加（同計画数値282,900百

万円）、営業利益は6,791百万円と計画比291百万円の

増加（同計画数値6,500百万円）、経常利益は4,585百

万円と計画比1,585百万円の増加（同計画数値3,000百

万円）となりました。 

 当該状況により、当事業年度末において、当社で

は、継続企業の前提に関する重要な疑義を抱かせる事

象または状況は解消しております。したがいまして、

前事業年度の財務諸表に注記した「継続企業の前提に

関する重要な疑義を抱かせる事象または状況」に関す

る注記については、当事業年度における財務諸表には

注記しておりません。 

 

Ⅱ 重要な訴訟の判決について 

 当社が、株式会社長谷工コーポレーションを相手に

下請負代金の支払を求めて提起した訴訟に関し、平成

18年５月31日に大阪高等裁判所において控訴審判決の

言渡しがあった。 

 本件訴訟は、株式会社メイヨーを発注者、株式会社

長谷工コーポレーションを元請負人、当社を一括下請

負人とする「（仮称）ホテルシェレナＰＲ棟増築工

事」について、株式会社長谷工コーポレーションが当

社との間の請負契約の約定に従った請負代金3,583百万

円およびこれに関する違約金ならびに遅延損害金の支

払を行わないことから、その支払を求めて、訴訟を提

起したものである。 

 平成14年５月10日に大阪地方裁判所に訴訟を提起

し、第一審の判決言渡しは平成16年５月27日に行われ

ており、当該判決において当社の主張が全面的に認め

られていたが、同年５月28日に株式会社長谷工コーポ

レーションより控訴されていたものである。 

  

 



前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 控訴審判決の要旨は次のとおりである。 

１．控訴人（株式会社長谷工コーポレーション）は、

被控訴人（株式会社フジタ）に対し、金2,796百万

円及びこれに対する平成14年５月30日から支払済

みまで年36.5パーセントの割合による金員を支払

え。 

２．控訴人は、被控訴人から「ホテルシェレナＰＲ

棟」の建物の引渡を受けるのと引き換えに、金787

百万円及びこれに対する平成16年12月18日から支

払済みまで年６分の割合による金員を支払え。 

３．訴訟費用は、第一、二審を通じてこれを５分し、

その２を被控訴人の、その余を控訴人の負担とす

る。 

４．上記１．２．は、仮に執行することができる。 

 平成18年６月12日、株式会社長谷工コーポレーショ

ンは、上記大阪高等裁判所の判決を不服とし、最高裁

判所へ上告した。 

 現在、上記１．に係る元金2,796百万円及びこれに対

する平成14年５月30日から支払済みまでの年36.5パー

セントの割合による金員相当額である4,090百万円のあ

わせて6,886百万円の支払を受けている。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１ このうち、有価証券消費貸借契約に基づく貸付額 

2,471百万円 

 ―――――――――― 

※２ このうち関係会社に対するものは次のとおりであ

る。 

※２ このうち関係会社に対するものは次のとおりであ

る。 

受取手形・完成工事未収入金 176百万円

支払手形・工事未払金・開発事

業等未払金 
15,286百万円

受取手形・完成工事未収入金 208百万円

支払手形・工事未払金・開発事

業等未払金 
11,020百万円

―――――――――― ※３ 以下の資産は、銀行保証の担保に供している。 

  現金預金 92百万円

 ４ 偶発債務（保証債務・保証予約等） 

(1）連結対象会社の金融機関からの借入金等に対す

る保証 

 ４ 偶発債務（保証債務等） 

(1）連結対象会社の金融機関からの借入金等に対す

る保証 

㈱エフ・ティー・シー大分 1,712百万円

㈱テクノマテリアル 0 

藤田商事㈱ 568 

計 2,280百万円

㈱エフ・ティー・シー大分 1,614百万円

藤田商事㈱ 11 

㈱テクノマテリアル 10 

フジタフィリピン 9 

計 1,645百万円

(2）持分法適用の関連会社の借入金に対する保証 (2）持分法適用の関連会社の借入金に対する保証 

㈱アルパーク 1,038百万円

計 1,038百万円

㈱アルパーク 1,772百万円

計 1,772百万円

(3）得意先等の金融機関からの借入金に対する保証

等 

(3）得意先等の金融機関からの借入金に対する保証 

門司港開発㈱ 3,815百万円

木更津市中尾・伊豆島土地区画

整理組合 
2,491 

大分シティ開発㈱ 1,220 

計 7,527百万円

門司港開発㈱ 3,512百万円

大分シティ開発㈱  701 

計 4,213百万円

(4）得意先が行うマンション購入者への手付金保証

契約に対する保証 

(4）得意先が行うマンション購入者への手付金保証

契約に対する保証 

㈱伊藤ショウ 他２件 220百万円

計 220百万円

㈱伊藤ショウ 595百万円

㈱サンシティ 205百万円

計 801百万円

(5）その他の保証 (5）その他の保証 

従業員 26百万円

計 26百万円

合計 11,094百万円

従業員 23百万円

計 23百万円

合計 8,456百万円

 ５ 受取手形割引高 1,106百万円

売上債権譲渡高 1,036百万円

 ―――――――――― 

 



前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※６ 会社が発行する株式の総数  ────── 

普通株式 500,555千株

Ｃ種優先株式 44,444千株

 

発行済株式総数   

普通株式 44,444千株

Ｃ種優先株式 44,444千株

 

Ｃ種優先株式の内容については「第４ 提出会社

の状況 １ 株式等の状況」に記載している。 

  

※７ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式33千株

である。 

────── 

 ８ 平成17年７月19日開催の臨時株主総会において、

下記の欠損填補を行っている。 

────── 

資本金 25,500百万円

資本準備金 32,000 

計 57,501百万円

 

９ 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額 

374百万円  

────── 

────── ※10 当事業年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理している。 

 なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の満期手形が当事業年度末日残高に

含まれている。 

受取手形 220百万円

支払手形 6百万円



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 研究開発費 

一般管理費に含まれる研究開発費の総額は944百万

円である。 

※１ 研究開発費 

一般管理費に含まれる研究開発費の総額は971百万

円である。 

※２ このうち関係会社に対するものは81百万円であ

る。 

※２ このうち関係会社に対するものは80百万円であ

る。 

 ―――――――――― ※３ このうち関係会社に対するものは261百万円であ

る。 

※４ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりである。 ※４ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりである。 

土地 280百万円

工具器具・備品 23 

建物・構築物 11 

車両運搬具 0 

計 315百万円

車両運搬具 0百万円

計 0百万円

※５ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりである。 ※５ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりである。 

土地 9百万円

工具器具・備品 5 

機械装置 3 

車両運搬具 1 

計 20百万円

土地 7百万円

建物 2 

機械装置 2 

無形固定資産のその他  0 

計 12百万円

※６ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりである。 ※６ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりである。 

工具器具・備品 36百万円

機械装置 15 

建物・構築物 14 

車両運搬具 3 

計 70百万円

建物 13百万円

工具器具・備品  5 

機械装置 1 

計 20百万円

※７ 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上した。 

※７ 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上した。 

用途 種類 場所 件数 

遊休不動産 
建物及び 
土地等 

広島市 
他 

４件 

用途 種類 場所 件数 

遊休不動産 
建物及び 
借地権 

長野県 １件 

 減損損失を認識した遊休不動産については、そ

れぞれ個別の物件ごとにグルーピングしている。 

 上記の遊休不動産については今期用途変更を行

い遊休資産となり、今後の利用計画もないため、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（346百万円）として計上した。その内

訳は、建物60百万円、土地・借地権285百万円であ

る。 

 なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額

により測定している。正味売却価額は、重要性が

乏しいものを除き不動産鑑定基準に基づいて算定

した見積価額又は購入申込価額から処分費用見込

額を差し引いて算定している。 

 減損損失を認識した遊休不動産については、個

別の物件ごとにグルーピングしている。 

 上記の遊休不動産については、売却することを

決定したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（28百万円）として計

上した。その内訳は、建物16百万円、借地権12百

万円である。 

 なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額

により測定している。正味売却価額は購入申込価

額から処分費用見込額を差し引いて算定してい

る。 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加14,021,512株は、特定の株主からの取得による増加14,000,000株、単元

未満株式の買取りによる増加21,512株である。 

    ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少14,011,571株は、自己株式の消却による減少14,000,000株、単元未満株

式の買増請求による売渡しによる減少11,571株である。 

（リース取引関係） 

  
前事業年度末 
株式数（株） 

当事業年度 
増加株式数（株） 

当事業年度 
減少株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

自己株式         

普通株式 33,629 14,021,512 14,011,571 43,570 

合計 33,629 14,021,512 14,011,571 43,570 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 

(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置 628 480 147 

車両運搬具 66 19 47 

工具器具・ 
備品 

415 325 90 

ソフトウェア 4 4 0 

合計 1,114 828 285 

取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 

(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置 186 103 82

車両運搬具 96 30 65

工具器具・ 
備品 

401 351 50

ソフトウェア 21 5 15

合計 705 491 214

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 199百万円

１年超 86 

合計 285百万円

１年内 74百万円

１年超 139 

合計 214百万円

 なお、取得価額相当額および未経過リース料期末

残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定している。 

同左 

③ 支払リース料および減価償却費相当額 ③ 支払リース料および減価償却費相当額 

支払リース料 223百万円

減価償却費相当額 223百万円

支払リース料 222百万円

減価償却費相当額 222百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

―――――― 

  

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はないので、項目

等の記載は省略している。 



（有価証券関係） 

 前事業年度および当事業年度における子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはない。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

繰延税金資産  

退職給付引当金損金算入限度

超過額 
4,277百万円

繰越欠損金 2,572 

貸倒引当金損金算入限度超過

額 
2,731 

非上場株式評価損 3,389 

固定資産評価減 5,319 

事業再構築引当金 6,335 

その他 1,603 

繰延税金資産小計 26,229 

評価性引当額 △23,515 

繰延税金資産合計 2,713 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △256 

その他 △277 

繰延税金負債合計 △534 

繰延税金資産の純額 2,179百万円

繰延税金資産  

貸倒引当金 1,655百万円

固定資産評価損 4,473 

非上場株式評価損 1,281 

退職給付引当金 4,600 

事業再構築引当金 2,277 

繰越欠損金 4,801 

その他 3,398 

繰延税金資産小計 22,487 

評価性引当額 △19,149 

繰延税金資産合計 3,338 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △283 

その他 △67 

繰延税金負債合計 △351 

繰延税金資産の純額 2,986百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）  

永久に損金算入されない項目 0.4 

住民税均等割等 0.2 

評価性引当額 △42.7 

その他 0.1 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
△1.3％

法定実効税率 40.7％

（調整）  

永久に損金算入されない項目 3.5 

住民税均等割等 2.8 

評価性引当額 △52.8 

その他 △1.7 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
△7.5％



（１株当たり情報） 

  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 △34.68円 △35.25円 

１株当たり当期純利益 479.53円 17.84円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
425.67円 17.78円 

   当社は、平成17年８月23日に普通

株式10株を１株とする株式併合を行

った。当該株式併合が前期首に行わ

れたと仮定した場合の１株当たり情

報については、以下のとおりとな

る。 

  

  前事業年度 

１株当たり純資産額 

△7,318.23円 

１株当たり当期純損失 

7,150.35円 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 

 潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、１株当た

り当期純損失であるため記載し

ていない。 

 

   １株当たり純資産額については、

期末純資産額から「期末発行済優先

株式数×発行価格」および「利益処

分によるＣ種優先株式の優先配当額

（参加条項による優先配当額を除

く）」を控除した金額を、期末発行

済普通株式数（「自己株式」を除

き、「Ｃ種優先株式の転換仮定方式

に準じて算定される普通株式増加

数」を含む）で除して計算してい

る。 

  



 （注）１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（注）２ １株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであ

る。 

 
前事業年度末 

（平成18年３月31日） 
当事業年度末 

（平成19年３月31日） 

 純資産の部の合計額（百万円）  － 26,872 

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円）  － 40,166 

（うちＣ種優先株式払込額（百万円）） （－） （38,311） 

（うち参加条項による優先配当を除くＣ種優先

株式優先配当額（百万円）） 
（－） （1,855） 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円）  － △13,293 

 １株当たり純資産額の算定に用いられた期末の 

 普通株式の数（千株） 
－ 377,107 

（うち普通株式数（千株）） （－） （30,400） 

（うちＣ種優先株式の転換仮定方式に準じて算

定される普通株式増加数（千株）） 
（－） （346,706） 

  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益     

当期純利益（百万円） 101,448 8,826 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 1,763 1,855 

（うち参加条項による優先配当を除くＣ種優

先株式優先配当額（百万円）） 
(1,763) （1,855） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 99,684 6,971 

普通株式の期中平均株式数（千株） 207,879 390,815 

（うち普通株式数（千株）） (32,306) （37,349） 

（うちＣ種優先株式の転換仮定方式に準じて

算定される普通株式増加数（千株）） 
(175,572) （353,466） 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（千株） 26,301 1,199 

（うちＡ種およびＢ種優先株式の普通株式へ

の転換予約権（千株）） 
(26,301) （－） 

（うち新株予約権（千株）） （－） （1,199） 

      

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

────── ────── 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── Ⅰ 重要な訴訟の解決について 

 当社が、株式会社長谷工コーポレーションに対し

下請負代金の支払を求めて提起した訴訟について、

平成18年５月31日付の大阪高等裁判所における控訴

審判決を不服として、株式会社長谷工コーポレーシ

ョンが最高裁判所に上告していたが、平成19年５月

29日付で最高裁判所の上告棄却の決定があり、控訴

審判決が確定した。  

 訴訟の提起から上告棄却決定に至るまでの経緯は

次のとおりである。  

 本件訴訟は、株式会社メイヨーを発注者、株式会

社長谷工コーポレーションを元請負人、当社を一括

下請負人とする「（仮称）ホテルシェレナＰＲ棟増

築工事」について、株式会社長谷工コーポレーショ

ンが当社との間の請負契約の約定に従った請負代金

3,583百万円およびこれに関する違約金ならびに遅延

損害金の支払を行わないことから、その支払を求め

て、訴訟を提起したものである。 

 平成14年５月10日に大阪地方裁判所に訴訟を提起

し、第一審の判決言渡しは平成16年５月27日に行わ

れており、当該判決において当社の主張が全面的に

認められていたが、同年５月28日に株式会社長谷工

コーポレーションより控訴されていたものである。 

 控訴審判決の要旨は次のとおりである。  

１．控訴人（株式会社長谷工コーポレーション）

は、被控訴人（株式会社フジタ）に対し、金

2,796百万円及びこれに対する平成14年５月30

日から支払済みまで年36.5パーセントの割合

による金員を支払え。 

２．控訴人は、被控訴人から「ホテルシェレナＰ

Ｒ棟」の建物の引渡を受けるのと引き換え

に、金787百万円及びこれに対する平成16年12

月18日から支払済みまで年６分の割合による

金員を支払え。 

３．訴訟費用は、第一、二審を通じてこれを５分

し、その２を被控訴人の、その余を控訴人の

負担とする。 

４．上記１．及び２．は、仮に執行することがで

きる。  

 



前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

   その後、平成18年６月12日、株式会社長谷工コー

ポレーションは、上記大阪高等裁判所の判決を不服

とし、最高裁判所へ上告していたが、平成19年５月

29日、最高裁判所において次のとおり決定があっ

た。 

・本件上告を棄却する。 

・本件を上告審として受理しない。 

・上告費用及び上告受理申立費用は上告人兼申立

人の負担とする。 

 上記控訴審判決の確定に伴い既に受領済みの遅延

損害金等約2,800百万円を特別利益に計上する予定で

ある。  

Ⅱ Ｃ種優先株式の併合について 

  当社は、平成19年６月28日開催の定時株主総会に

おいて、以下のとおりＣ種優先株式の併合について

決議した。 

 （1）株式併合の理由 

  平成18年９月27日開催の臨時株主総会決議およ

び同日開催の取締役会決議に基づき、平成18年９

月28日に特定の株主から当社の普通株式を取得

し、消却したことから、Ｃ種優先株式の発行済株

式の総数は、普通株式とＣ種優先株式の発行済株

式の総数の合計に対し、二分の一を超えている。

このため、会社法第115条に基づき、議決権制限株

式であるＣ種優先株式の発行済株式の総数を普通

株式とＣ種優先株式の発行済株式の総数の合計の

二分の一以下にする必要な措置として、Ｃ種優先

株式の併合を行うものである。 

 (2）株式併合の内容 

 ① 併合する株式の種類および割合 

 Ｃ種優先株式の発行済株式の総数44,444,445

株について、５株を１株に併合することによ

り、8,888,889株とする。 

 ② 株式併合の効力発生日 

 平成19年６月29日を予定。 

  また、当社は、Ｃ種優先株主の権利に変動が生じ

ないようにするために、平成19年６月28日開催の定

時株主総会ならびに普通株主およびＣ種優先株主に

よる種類株主総会において、定款に所要の変更を行

うことを決議したほか、平成19年５月29日開催の取

締役会において、Ｃ種優先株式の併合の効力が発生

することを停止条件として、Ｃ種優先株式の単元株

式数を100株から20株に変更する内容の定款変更を決

議した。 

  

 なお、当該Ｃ種優先株式の併合により、１株当た

り情報に及ぼす影響はない。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

西日本旅客鉄道㈱ 2,000 1,088 

関西国際空港㈱ 8,340 417 

麒麟麦酒㈱ 217,967 370 

ヤマトホールディングス㈱ 180,190 342 

東京湾横断道路㈱ 4,200 210 

㈱トクヤマ 100,486 207 

首都圏新都市鉄道㈱ 4,000 200 

㈱フジ 100,000 186 

東海旅客鉄道㈱ 120 160 

日本自動車ターミナル㈱ 149,490 149 

その他83銘柄 906,942 1,184 

小計 1,673,735 4,517 

計 1,673,735 4,517 

銘柄 券面総額 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

有価証券 
その他 

有価証券 

フィリピン国債 709千PHP 1 

小計 709千PHP 1 

計 709千PHP 1 

種類及び銘柄 投資口数等 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

（匿名組合出資） 

(有)ペガサス・インベストメント 
－ 200 

小計 － 200 

計 － 200 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額である。 

２ 当期減少額のうち主なものは以下のとおりである。 

借地権 不動産の保有目的変更に伴う販売用不動産への振替 422百万円  

建物            同 上            10百万円  

【引当金明細表】 

 （注）１ 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率洗替額および個別貸倒引当金戻入額で

ある。 

２ 工事損失引当金の「当期減少額（その他）」は、損失見込額の減少による戻入額である。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産               

建物 5,924 15 
203 

(16)
5,736 3,378 145 2,357 

構築物 447 － － 447 395 10 52 

機械装置 6,919 67 304 6,682 5,822 199 859 

車両運搬具 187 14 41 160 127 9 32 

工具器具・備品 3,131 53 291 2,893 2,483 63 410 

土地 12,184 － 42 12,142 － － 12,142 

有形固定資産計 28,796 150 
884 

(16)
28,062 12,206 429 15,855 

無形固定資産               

借地権 465 － 
435 

(12)
30 － － 30 

ソフトウェア 587 149 5 731 384 129 347 

その他無形固定資産 194 85 94 185 1 0 184 

無形固定資産計 1,248 234 
535 

(12)
947 385 129 562 

長期前払費用 177 11 35 154 111 31 43 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 8,528 462 1,463 673 6,854 

工事損失引当金 196 295 146 104 241 

完成工事補償引当金 697 677 697 － 677 

賞与引当金 524 1,183 524 － 1,183 

事業再構築引当金 15,569 － 9,971 － 5,597 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

(イ）現金預金 

(ロ）受取手形 

(a）相手先別内訳 

(b）決済月別内訳 

摘要 金額（百万円） 

現金   2,954 

預金 当座預金 20,119 

  通知預金 18,000 

  普通預金 6,649 

  定期預金 815 

  その他 3 

  小計 45,587 

計 48,541 

相手先 金額（百万円） 

カネボウ合繊㈱ 593 

㈱拓伸 502 

イオン㈱ 170 

西松建設㈱ 101 

中部日産ディーゼル㈱ 98 

その他 1,032 

計 2,498 

決済月 金額（百万円） 

平成19年４月 780 

５月 572 

６月 364 

７月 558 

８月 102 

９月 46 

10月以降 73 

計 2,498 



(ハ）完成工事未収入金 

(a）相手先別内訳 

(b）滞留状況 

(ニ）開発事業等未収入金 

(a）相手先別内訳 

(b）滞留状況 

相手先 金額（百万円） 

Airport Authority Hong Kong（香港機場管理局） 10,552 

新日鉄エンジニアリング㈱ 7,074 

高島二丁目地区市街地再開発組合 4,677 

鹿島建設㈱ 3,678 

㈱長谷工コーポレーション 3,583 

その他 69,292 

計 98,857 

計上期別 金額（百万円） 

平成19年３月期計上額 76,683 

平成18年３月期以前計上額 22,174 

計 98,857 

相手先 金額（百万円） 

三菱地所㈱ 73 

東急不動産㈱ 71 

独立行政法人都市再生機構 33 

三井住友建設㈱ 31 

㈱アクティリンク 16 

その他 10 

計 236 

計上期別 金額（百万円） 

平成19年３月期計上額 169 

平成18年３月期以前計上額 66 

計 236 



(ホ）販売用不動産 

（注）上記の中に含まれる土地の面積および地域別内訳は次のとおりである。 

(へ）未成工事支出金 

期末残高の内訳は次のとおりである。 

(ト）開発事業等支出金 

(チ）材料貯蔵品 

（リ）未収入金 

分譲住宅用地   805百万円

分譲宅地   71 

計   877百万円

（地域別） （面積） （金額） 

関東地区 6,233㎡ 877百万円

計 6,233㎡ 877百万円

期首残高（百万円） 当期支出額（百万円） 
完成工事原価への振替額 

（百万円） 
期末残高（百万円） 

12,909 276,063 273,870 15,102 

材料費 1,968百万円

労務費 1,412 

外注費 7,460 

経費 4,260 

計 15,102百万円

（地域別） （金額） 

関東地区 1,286百万円

中部地区 32 

その他 1 

計 1,320百万円

仮設資材 185百万円

その他 40 

計 225百万円

内容 金額（百万円） 

支払工事代金のうち共同企業体構成員持分 12,817 

労災保険料還付金 568 

その他 930 

計 14,316 



② 負債の部 

(イ）支払手形 

(a）相手先別内訳 

(b）決済月別内訳 

(ロ）工事未払金 

相手先 金額（百万円） 

㈱きんでん 1,932 

三井物産㈱ 1,229 

大成温調㈱ 1,105 

㈱関電工 1,014 

藤田商事㈱ 834 

その他 33,459 

計 39,576 

決済月 金額（百万円） 

平成19年４月 10,864 

５月 9,129 

６月 8,407 

７月 11,121 

８月 12 

９月 12 

10月以降 28 

計 39,576 

相手先 金額（百万円） 

CHUN WO CONSTRUCTION & ENGINEERING CO.,LTD 10,197 

藤田商事㈱ 6,327 

清水建設㈱ 5,106 

鹿島建設㈱ 4,997 

東洋熱工業㈱ 3,303 

その他 61,898 

計 91,831 



(ハ）未成工事受入金 

 （注） 損益計算書の完成工事高294,376百万円と上記完成工事高への振替額219,366百万円との差額75,010百万円は完

成工事未収入金の当期計上額である。 

なお、「① 資産の部 (ハ）完成工事未収入金 (b）滞留状況」の完成工事未収入金当期計上額76,683百万

円との差額1,673百万円は、消費税等に相当する額である。 

(ニ）預り金 

(ホ）退職給付引当金 

(3）【その他】 

 該当事項はない。 

科目 期首残高（百万円） 当期受入額（百万円）
完成工事高への 
振替額（百万円） 

期末残高（百万円） 

未成工事受入金 14,906 225,748 219,366 21,288 

内容 金額（百万円） 

受入工事代金のうち共同企業体構成員持分 8,106 

判決確定前に受領した工事代金および遅延損害金 7,756 

その他 943 

計 16,807 

内容 金額（百万円） 

退職給付債務 23,488 

未認識過去勤務債務 － 

未認識数理計算上の差異 △2,661 

会計基準変更時差異の未処理額 △6,919 

年金資産 △2,601 

計 11,306 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定に

よる請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

ならびに株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利以外の

権利を行使することができません。 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100,000株券 10,000株券 1,000株券 100株券 100株未満表示株券 

剰余金の配当の基準日 
  ９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録に伴う手数料 
１．喪失登録   １件につき 9,030円 

２．喪失登録株券 １枚につき  525円 

単元未満株式の買取り・売渡し   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および各支店 

買取・売渡手数料 無料 

公告掲載方法 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得な

い事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本

経済新聞に掲載して行う。 

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレス

は次のとおりである。 

http://www.fujita.co.jp/ 

株主に対する特典 あり 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

（1）親会社等の名称 

有限会社フジタ・ホールディングス 

ザ・ゴールドマン・サックス・グループ・インク 

 （注） ザ・ゴールドマン・サックス・グループ・インクは、継続開示会社であり、ニューヨーク証券取引

所に上場している外国上場会社である。 

（2）株式の所有者別状況 

（3）大株主の状況 

 （注） ジーエス・ピーアイエー・ホールディングス合同会社は、平成18年11月15日付ゴールドマン・サックス・リア

ルティ・ジャパン有限会社の会社分割に伴い、有限会社フジタ・ホールディングス株式を承継した会社であ

り、ザ・ゴールドマン・サックス・グループ・インクの間接保有による100％子会社である。 

平成18年12月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数１株） 

単元未満
株式の状
況（株） 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 証券会社 
その他 
の法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数
（人） 

－ － － 1 － － － 1 －

所有株式数 
（単元） 

－ － － 60 － － － 60 －

所有株式数
の割合
（％） 

－ － － 100.00 － － － 100.00 －

平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ジーエス・ピーアイエー・ 
 ホールディングス合同会社 

東京都港区六本木６－１０－１ 60 100.00

計 － 60 100.00



（4）役員の状況 

(5）親会社等の最近事業年度末における計算書類等 

 記載に代えて、当該計算書類等を報告書に添付する。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

取締役 － アンクル・サフ 昭和44年10月18日生 

平成３年10月 松下電器産業㈱入社 

平成７年６月 モトローラ・インク入社 

平成10年10月 ゴールドマン・サックス・   

アンド・カンパニー入社 

平成12年６月 同社ヴァイス・プレジデント 

平成17年７月 ㈱フジタ社外取締役（現任） 

平成17年８月 (有)フジタ・ホールディングス 

取締役（現任） 

平成17年８月 (有)クレインホールディングス 

取締役（現任） 

平成17年11月 ゴールドマン・サックス証券会

社マネージング・ディレクター 

平成17年11月 オーシャンズ・ホールディング

ス(有)取締役（現任） 

平成18年２月 (有)リヴレット取締役（現任） 

平成18年10月 ゴールドマン・サックス証券㈱ 

マネージング・ディレクター 

（現任） 

－ 0 

計 0 



２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間において、関東財務局長に提出した証券取引法第25条第

１項各号に掲げる書類は、次のとおりである。 

(1） 有価証券報告書及び

その添付書類 

事業年度 

（第４期） 

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 

平成18年６月29日提出 

(2） 半期報告書 事業年度 

（第５期中）

自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日 

平成18年12月15日提出 

(3） 臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関

する内閣府令第19条第２項第２号の２に基づく臨時報告書 

（新株予約権発行の取締役会決議） 

平成18年４月20日提出 

    証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関

する内閣府令第19条第２項第３号に基づく臨時報告書 

（特定子会社の異動） 

平成18年７月３日提出 

    証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関

する内閣府令第19条第２項第３号に基づく臨時報告書 

（特定子会社の異動） 

平成19年２月15日提出 

    証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関

する内閣府令第19条第２項第４号に基づく臨時報告書 

（主要株主の異動） 

平成19年５月15日提出 

    証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関

する内閣府令第19条第２項第12号および第19号に基づく臨

時報告書 

（当社および連結会社の財政状態及び経営成績に著しい影

響を与える事象の発生） 

平成19年６月１日提出 

(4） 半期報告書の 

訂正報告書 

平成17年12月20日提出の半期報告書に係る訂正報告書 平成18年６月６日提出 

(5） 自己株券買付状況 

報告書 

報告期間（自平成18年９月27日 至平成18年９月30日） 

報告期間（自平成18年10月１日 至平成18年10月31日） 

平成18年10月６日提出 

平成18年11月８日提出 

    報告期間（自平成18年11月１日 至平成18年11月30日） 平成18年12月７日提出 

    報告期間（自平成18年12月１日 至平成18年12月31日） 平成19年１月11日提出 

    報告期間（自平成19年１月１日 至平成19年１月31日）  平成19年２月７日提出 

    報告期間（自平成19年２月１日 至平成19年２月28日） 平成19年３月７日提出 

    報告期間（自平成19年３月１日 至平成19年３月31日） 平成19年４月６日提出 

    報告期間（自平成19年４月１日 至平成19年４月30日） 平成19年５月９日提出 

    報告期間（自平成19年５月１日 至平成19年５月31日） 平成19年６月７日提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はない。 



  独立監査人の監査報告書  

  平成18年６月29日

株式会社フジタ  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松村 俊夫  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 矢部 雅弘  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 関口  茂  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 鈴木 博貴  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社フジタの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社フジタ及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．会計処理の変更に記載されているとおり、会社及び連結子会社は当連結会計年度より固定資産の減損に係る会計基

準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

２．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は新株発行費等について従来繰延資産として商法施行規則に規定す

る最長期間（３年間）にわたり均等償却してきたが、当連結会計年度より支出時に全額費用として計上する方法に変

更した。 

３．追加情報に記載されているとおり、会社が株式会社長谷工コーポレーションを相手に下請負代金の支払を求めて提

起した訴訟に関し、平成18年５月31日に大阪高等裁判所において控訴審判決の言渡しがあった。平成18年６月12日、

株式会社長谷工コーポレーションは、この判決を不服とし、最高裁判所へ上告した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。 



  独立監査人の監査報告書  

  平成19年６月28日

株式会社フジタ  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松村 俊夫  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 矢部 雅弘  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 野間  武  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 関口  茂  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社フジタの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社フジタ及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象Ⅰに記載されているとおり、会社が株式会社長谷工コーポレーションを相手に下請負代金の支払を求

めて提起した訴訟に関し、平成19年５月29日付で最高裁判所の上告棄却の決定があり、控訴審判決が確定した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。 



  独立監査人の監査報告書  

  平成18年６月29日

株式会社フジタ  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松村 俊夫  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 矢部 雅弘  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 関口  茂  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 鈴木 博貴  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社フジタの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

フジタの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用しているた

め、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

２．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は新株発行費等について従来繰延資産として商法施行規則に規定す

る最長期間（３年間）にわたり均等償却してきたが、当事業年度より支出時に全額費用として計上する方法に変更し

た。 

３．追加情報に記載されているとおり、会社が株式会社長谷工コーポレーションを相手に下請負代金の支払を求めて提

起した訴訟に関し、平成18年５月31日に大阪高等裁判所において控訴審判決の言渡しがあった。平成18年６月12日、

株式会社長谷工コーポレーションは、この判決を不服とし、最高裁判所へ上告した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。 



  独立監査人の監査報告書  

  平成19年６月28日

株式会社フジタ  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松村 俊夫  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 矢部 雅弘  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 野間  武  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 関口  茂  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社フジタの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

フジタの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象Ⅰに記載されているとおり、会社が株式会社長谷工コーポレーションを相手に下請負代金の支払を求

めて提起した訴訟に関し、平成19年５月29日付で最高裁判所の上告棄却の決定があり、控訴審判決が確定した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。 
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